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第１章  原価企画研究に関する問題意識 

 

 

I. 問題の所在 

 

1. 原価企画の普及 

 原価企画は，トヨタ自動車が 1962年に発売したパブリカを開発する際に独自

に構築した管理会計手法である1。開発されてから半世紀が過ぎ，原価企画は，

日本の実務に広く普及しており，原価企画に関する研究も増えている。 

 田中（他）[2010a]で実施された，東証 1 部・2 部上場の電気機器，輸送用機

器，機械・精密機器，その他製造業の全企業を対象としたアンケート調査によ

ると，原価企画を導入している企業の割合は 72%に至っている2。一方，日本会

計研究学会[1996]によると，1980年代後半以降，とくに1990年代に入ってから，

管理会計領域での原価企画研究は急増したという3。 

 また，河田[2010]によると，今日では，原価企画は，日本だけでなく，海外

でも日本企業の競争力の源泉として認知され，多くの研究がなされ，実務に導

入する企業も増えてきているという4。 

 1980 年代後半には，日本人研究者による英文文献が海外に紹介され，原価企

画 の 存 在 が 広 く 世 界 に 伝 え ら れ た （ Hiromoto[1988]; Tanaka[1989]; 

Sakurai[1989]）。Sakurai[1989]によって，原価企画が“Target Costing”とし

て世界に定着し，海外においても原価企画の研究が注目を集めるようになった。

Sorensen[2009]の調査によると，アメリカにおいて，28%の企業が原価企画をす

でに導入しており，41%の企業がこれから原価企画を導入しようと考えていると

いう5。また，中国に注目すると，中国企業の原価企画の採用率は，南京大学会

計学系課題組[2001]の調査によると 51.4%で，Chow, et al.[2007]によると 64.2%

である6。両者の結果は若干異なるが，いずれにしても，原価企画の中国におけ

                                            
1 パブリカの開発に原価企画の起源を求める論者は，門田[1993]，田中（隆）[1994, 1997, 

2000]，畑田[1999]，岡野[2000]，諸藤[2006]，前田[2006]などが挙げられる。また，

丸田[2006, 2009, 2011]などでもパブリカ説について詳しく解説している。 
2 田中（他）[2010a]，244-245頁。 
3 日本会計研究学会[1996]，1-2頁。 
4 河田[2010]，206 頁。 
5 Sorensen [2009], pp.1285. 
6 南京大学会计学系课题组[2001]，46頁；Chow,et al.[2007], pp.948. 
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る採用率は半数以上となっており，アメリカ以上に，中国企業における実務に

対する原価企画の影響は大きいことがわかる。また，第 6 章において詳しく検

討するが，中国では，この 20年間にわたり原価企画に関する論文は 200編以上

公表されており，学術研究としても，原価企画は注目を集めている。 

 原価企画は日本から海外までに渡って広く普及している一方，加登

[1993,1997]は，原価企画に関する日本および海外の研究には，原価企画の体系

理解の欠如，原価企画の本質理解の不十分さなどの問題が存在することを指摘

している7。原価企画は，他の多くのマネジメント手法の実務と理論のように，

環境に応じて変化するため，実務での原価企画のバリエーションは多様である

と考えられる。そこで，本論文では，原価企画の多様性を原価企画の定義，目

的と体系の三つの側面から検討してみた。 

 

2. 原価企画の定義の多様性 

 日本の原価企画研究における原価企画の定義は多様であり，原価企画の具体

的な内容に関する理解も，論者によって部分的に異なっている。原価企画の定

義が多様なものとなる理由としては，企業が置かれている状況により，原価企

画の実践が多様なものとなってしまうということが考えられる。また，このよ

うな多様な原価企画実践の中で，各論者が重視する原価企画の要素が異なると

いうことも考えられる。 

 日本における原価企画研究においては，多様な原価企画の定義が提示されて

いる。その中，多くの文献に引用されている二つの有力な定義がある。 

 一つは，神戸大学管理会計研究会[1992a]による原価企画の定義である。そこ

では，「原価企画とは，原価発生の源流に遡って，VEなどの手法をとりまじえて，

設計，開発さらには商品企画の段階で原価を作り込む活動である」8と定義され

ている。 

 もう一つは，日本会計研究学会の原価企画特別委員会[1996]による定義であ

る。そこでは，「原価企画は様々な発展段階を経ながら，究極的には『製品の企

画・開発にあたって，顧客ニーズに適合する品質・価格・信頼性・納期等の目

標を設定し，上流から下流までのすべての活動を対象としてそれらの目標の同

時的な達成を図る，総合的な利益管理活動』として行われる」9と定義されてい

                                            
7 加登[1993],236-250頁；加登[1997]，31頁。 
8 神戸大学管理会計研究会[1992a]，88頁。 
9 日本会計研究学会[1996], 23頁。 
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る。 

 以上の定義からわかるように，この二つの原価企画の定義には，共通してい

る点もあれば，異なっている点も見られる。 

 さらに，今日では，原価企画は製造業だけではなく，建設業，サービス業，

などにおいても注目されるようになってきた10。谷守・田坂[2013]においては，

サービス業の原価企画を「新サービスの企画・設計の段階で目標利益を設定し，

原価の作り込みを図る戦略的コスト・マネジメント活動」11と定義している。す

なわち，原価企画の定義の内容は，企業が置かれている業界によっても異なる。 

 このように，原価企画の定義が一意に示されていないため，原価企画に対す

る理解がより難しくなる。時には，誤解される可能性もある。 

 佐藤[2009]は，「原価企画の定義が曖昧であるなど，本当の意味で実践してい

る企業は少ない。私自身の経験でいえば，コンサルタントとして大手企業約 15

社を指導してきたが，本質的原価企画を実践していた企業は皆無だった。こう

した実態に比べて統計上の数字が高く出るのは，恐らく『原価企画を導入して

いないと答えるのは恥ずかしい』とする見えが働いているものと思われる」12と

述べている。 

 上述のように，原価企画の定義の多様性のために，原価企画に対する誤解を

招く可能性があり，さらに，原価企画の普及，特に海外への普及の困難性を高

めていることが考えられる。そのため，多様な原価企画の定義に関する再検討

が必要であると考えられる。 

 

3. 原価企画の目的の多様性 

 日本の原価企画研究における原価企画の目的は多様であり，原価企画の目的

に関する理解は，原価低減または利益管理などのような考え方が挙げられ，論

者によって異なっている。 

 トヨタ自動車株式会社[1987]によると，トヨタにおける原価企画体制の構築

に関して，「（昭和）三十四年（1959 年）末に試作段階にあったパブリカに『一

○○○ドルカー』という目標販売価格を設定し，企画設計段階で初めて原価検

討を試みた。…結果は良好で，パブリカは大衆車でありながら軽自動車並みの

                                            
10 例えば，建設業に注目する論文は宍戸[2004]，宮本[2004，2006]，木下[2006，2011]，

田坂[2010]など，サービス業に注目する論文は妹尾・福島[2012]などが挙げられる。 
11 谷守・田坂 [2013]，67頁。 
12 佐藤 [2009]，114 頁。 
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価格を実現することができた。このように企画設計段階で目標内に原価を収め

ることは，この後，いわゆる VE（価値工学）として定着し，新車の開発やモデ

ルチェンジを行う時に，定常的に実施するようになった。同時に，設計，試作，

生産準備などの各段階で，関係部署がお互いに協力して目標原価の達成に努め

るという，いわゆる『原価企画』の体制を整備していくのである。」13と説明さ

れている 。このように，原価企画が開発された当時，原価企画は「目標内に原

価を収める」，「目標原価の達成」など，いわゆる「原価低減」を目的として利

用されていた。 

 その後，原価企画の普及に伴い，原価企画の目的は単なる原価低減だけでは

なくなる。神戸大学管理会計研究会[1992a]によると，原価企画の導入当初は，

「原価低減」が主要目的であったが，その後，「顧客ニーズにあった製品開発」，

「品質」，「新製品のタイムリーな導入」も強く認識されるようになったという14。

櫻井[1992]（以下では「櫻井（1992年調査）」と呼ぶ）は，各企業において，原

価企画が，経営管理の技法または技術者の技法のいずれであると認識されてい

るかについて調査している。その結果は，前者が 45%，後者が 20%であり，実務

において，原価企画は，技術者たちによる技法というよりも，より全般的な経

営管理技法であると認識されていることが分かった15。伊藤[2008]によると，櫻

井（1992年調査）の結果を利益管理が 45%，原価低減が 20%であると解釈するこ

とができるという16。 

 このように，原価企画の目的が多様になり，日本会計研究学会[1996]は，原

価企画の「あるべき姿」を，「製品の企画・開発にあたって，顧客ニーズに適合

する品質・価格・信頼性・納期等の目標を設定し，上流から下流までのすべて

の活動を対象としてそれらの目標の同時的な達成を図る，総合的利益管理活動」

と定めた17。さらに，この「あるべき姿」の理解に基づいて，加登[1993]では，

「原価企画は，単なるコスト低減技法ではない。目標利益の確保を目指す経営

管理手法であるというのが，原価企画の本質をより適切に表現している」とい

う指摘がなされている18。このように，原価企画の目的が利益管理目的であると

                                            
13 トヨタ自動車株式会社[1987]，371頁。 
14 神戸大学管理会計研究会[1992a]，90頁。 
15 櫻井[1992]，6頁。 
16 伊藤[2008]，23頁。 
17 日本会計研究学会[1996]，23頁。 
18 加登[1993]，23頁。 
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主張する学説も出てくるようになった。 

 一方，原価企画を利益管理手法と認識することを批判する論者もいる。2002

年に，日本管理会計学会企業調査研究委員会が行った日本の原価企画の実態調

査の結果（以下では，「日本管理会計学会（2002 年調査）と呼ぶ」）によると，

原価企画の目的について，31.8%の企業が利益管理目的，39.3%の企業が原価管

理目的と認識している19。伊藤[2008]は, 櫻井（1992年調査）と日本管理会計学

会（2002 年調査）の調査結果に基づいて，1992 年から 2002 年まで，日本の原

価企画の目的は利益管理から原価管理に変化し，原価企画の実態は原価低減活

動であると指摘した20。また，田坂[2008]によると，原価企画は，マーケット・

イン志向にもとづいて戦略的にコスト・マネジメントを行なった結果として利

益を獲得するので，単なる利益管理ではないという。また，利益管理というと，

CVP分析や価格決定などが重要であるが，原価企画には CVP分析のような機能は

なく，利益管理とか利益企画といった表現は，原価企画の本質に誤解を与えか

ねないと指摘した21。 

 上述のように，原価企画が開発されてから，原価企画の目的が徐々に変化し

ていることがわかる。原価企画の目的を明確にすることは，原価企画の理解に

とっては非常に重要なものであるため，原価企画の目的観の推移を整理し，再

検討する必要があると考えられる。 

 

4. 原価企画の体系の多様性 

 原価企画の体系についても同じようなことが起きている。原価企画は開発さ

れた当時と比べて，その内容は徐々に拡大している。そのため，論者の理解に

よって，原価企画にとって重要な内容が異なり，さらに，原価企画の体系を整

理する時の仕方も異なっている。例えば，伊藤[1996]によると，原価企画の定

義の主要論点には，「原価企画のねらい」，「原価企画の対象プロセス」，「原価企

画における原価の範囲」，「原価企画の達成課題」，「原価企画の関連組織」とい

う五つの要素があるという22。廣本[2009]によると，原価企画は，「源流管理」，

「市価主導型原価計算」，「職能横断的チーム活動」，「原価削減方法としての価

値工学」，「価値連鎖とライフサイクル・コスティング」の五つの要素から構成

                                            
19 伊藤[2008]，22頁。 
20 伊藤[2008]，23頁。 
21 田坂[2008]，16-17頁。 
22 伊藤[1996]，111 頁。 
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されているという23。田坂[2008]では，原価企画を「目的」，「ツール」，「関連組

織の考え方」，「戦略性」の 4 点のメルクマールによって，原価企画の発展段階

をまとめている24。 

 このように，原価企画の体系に関する整理は，論者によって，大きく異なっ

ている。しかし，原価企画の体系が明確ではないと，原価企画を理解する時に

障害が生じる可能性がある。このような理解への障害を解消するため，原価企

画にとって，必ず備えておくべき要素や，備えることで有益となる要素などを

明確にできるような原価企画の体系を整理する必要があると考えられる。 

 

II. 本論文の目的と意義 

 

 上述のように，原価企画の定義，目的および体系は，論者によって，多様に

存在している。多くの場合，かなり先進的な原価企画の取り組みをベースにし

て，多数の要素を取り込んだ，洗練された原価企画の実務実践が，あたかも一

般的な原価企画として紹介されている。そのため，原価企画の初学者，とりわ

け海外の初学者などが原価企画の構成や体系を理解したり，原価企画を初めて

導入しようと考えている企業が自社に適合している原価企画を検討したりする

ことは，容易ではない。 

 このような状況のもとでは，原価企画の定義や目的が確定できないままに，

海外において原価企画は研究・活用されていることになるが，このような状況

のもと，「海外において，原価企画は正しく理解されているのか，誤解されては

いないのか」などの懸念も生じる。 

 そこで，本論文の目的は，（１）日本で開発された原価企画について，発祥の

地である日本の原価企画研究をもとに，多様に存在している原価企画の定義，

目的と体系の概念整理を行い，一つのフレームワークを提示すること，および，

（２）中国の原価企画研究をもとに，これまでの中国における原価企画の展開

と現状を整理することによって，中国における原価企画研究の今後の課題を明

らかにすることである。 

 これらの目的を達成することによって，原価企画の基本モデルを明確にする

ことで，原価企画に対する誤解などが解消できると考えられる。そして，中国

                                            
23 廣本[2009]，227 頁。 
24 田坂[2008]，2頁。 
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での原価企画研究がどのように展開されているのかを整理したうえで，日本の

原価企画研究との比較分析を行うことにより，中国独自の原価企画に関する評

価や，原価企画研究の特徴などを明らかにすることができる。さらに，中国に

おける原価企画の展開を整理することは，今後の中国における原価企画研究に

新たな研究の方向性や課題などを提供できる可能性があり，また，日本におけ

る原価企画の国際移転研究の観点からも，意義のある成果をもたらすものと考

える。 

 

III. 本論文の構成 

 

 原価企画に関しては，特に発祥の地である日本，および，実務において原価

企画の影響を大きく受け，また，原価企画に強い関心を寄せている中国のそれ

ぞれにおいて，膨大な先行研究の蓄積がある。しかし，前述した問題意識に則

したかたちで，これらの膨大な先行研究において，原価企画の定義，目的，体

系等が，どれほど多様であるのか等について網羅的に検討・整理されているよ

うな研究はない。そこで，基本的に本章に続く以下の５つの章では，文献研究

をベースとしながら，検討を進めていくこととする。 

 第２章では，日本における学術研究に基づいて，原価企画の定義と目的につ

いて検討する。多量な日本の原価企画に関する論文で扱われた原価企画の定義

を収集し，これらの定義を分解・分析し，原価企画の定義について再検討し，

何を実践していれば原価企画として認められるのかに関する判断基準としての

原価企画の定義を提示する。 

 第３章では，テキストマイニングというテキストデータを統計的に分析する

手法等も用いながら，より客観的な方法で原価企画の定義について再検討した。

この検討を通じて，原価企画の「基本モデル」は，源流段階における原価管理

活動であるということについて検証する。 

 第４章では，日本には原価企画のケース研究が多数公表されているため，そ

れらのケース研究に基づいて，日本における原価企画の実務の展開と現状につ

いて整理を試みる。 

 第５章では，原価企画の目的に着目し，原価企画に関する研究者による文献

と実態調査をレビューすることにより，研究者による原価企画の目的に対する

考え方と，実務における原価企画の目的に対する認識を明らかにし，両者の間
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の関係について検討を行う。 

 第６章では，200 編を超える原価企画に関する中国の学術論文に基づいて，中

における原価企画研究のこれまでの展開と現状について検討して，その特徴に

ついて明らかにする。 

 第７章では，各章の検討成果を整理するとともに，本論文の結論を示すこと

とする。 
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第２章  日本の原価企画の定義に関する再検討 

 

 

I. はじめに 

 

 前章で言及したように，原価企画は，トヨタ自動車をはじめとする日本を代

表する製造業が独自に構築した管理会計手法である。開発されてから半世紀が

過ぎて，原価企画は，日本だけではなく，海外でも日本企業の競争力の源泉と

して認知され，多くの研究がなされ，実務に導入する企業も増えてきている。 

 しかし，原価企画は日本から海外までに普及している一方，加登[1993,1997]

は，原価企画に関する日本および海外の研究には，原価企画の体系理解の欠如，

原価企画の本質理解の不十分さなどの問題が存在することを指摘している25。原

価企画は，他の多くのマネジメント手法の実務と理論のように，環境に応じて

変化するため，実務での原価企画のバリエーションは多様であると考えられる。 

 特に，日本の原価企画研究における原価企画の定義は多様であり，原価企画

の具体的な内容に関する理解も，論者によって部分的に異なっている。原価企

画の定義が多様なものとなる理由としては，企業が置かれている状況により，

原価企画の実践が多様なものとなってしまうということが考えられる。また，

このような多様な原価企画実践の中で，各論者が重視する原価企画の要素が異

なるということも考えられる。 

 例えば，前章でも言及したように，日本における原価企画研究においては，

二つの有力な定義がある。 

 一つは，神戸大学管理会計研究会[1992a]による定義であり，「原価企画とは，

原価発生の源流に遡って，VE などの手法をとりまじえて，設計，開発さらには

商品企画の段階で原価を作り込む活動である」26と定義されている。 

 もう一つは，日本会計研究学会の原価企画特別委員会[1996]による定義であ

り，「原価企画は様々な発展段階を経ながら，究極的には『製品の企画・開発に

あたって，顧客ニーズに適合する品質・価格・信頼性・納期等の目標を設定し，

上流から下流までのすべての活動を対象としてそれらの目標の同時的な達成を

                                            
25 加登[1993]，236-250頁；加登[1997]，31頁。 
26 神戸大学管理会計研究会[1992a]，88頁。 
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図る，総合的な利益管理活動』として行われる」27と定義されている。 

 また，今日では，原価企画は製造業だけではなく，建設業，サービス業，な

どにおいても注目されるようになってきた28。例えば，サービス業の原価企画に

ついて，谷守・田坂[2013]は「新サービスの企画・設計の段階で目標利益を設

定し，原価の作り込みを図る戦略的コスト・マネジメント活動」29と定義してい

る。 

 以上の定義からわかるように，原価企画の定義には，共通している点もあれ

ば，異なっている点も見られる。また，原価企画の定義の内容は，企業が置か

れている業界によっても異なる。 

 このように，原価企画の定義が一意に示されていないため，原価企画に対す

る理解がより難しくなる。また，原価企画の定義の多様性によって，原価企画

に対する誤解を招く可能性があり，さらに，原価企画の普及，特に海外への普

及の困難性を高めていることが考えられる。そのため，多様な原価企画の定義

に関する再検討が必要であると考えられる。 

 

II. 研究目的 

 

 上述のように，原価企画の定義が多様であるため，企業に導入する際に，「何

をすれば原価企画を導入したと言えるのか」という判断基準も論者によって異

なる。さらに，原価企画の定義すら確定できないままに，海外で原価企画は研

究・活用されているが，このような状況のもと，「海外において，原価企画は正

しく理解されているのか，誤解されてはいないのか」などの懸念もある。 

 原価企画の定義は多様であり，具体的な内容についても部分的に異なってい

る。このように，原価企画の定義が多様なものとなる理由としては，企業が置

かれている状況により，原価企画の実践が多様なものとなってしまうというこ

とが考えられる。また，このような多様な原価企画実践の中で，各論者が重視

する原価企画の要素が異なるということも考えられる。しかしながら，どのよ

うな原価企画実践においても，備えるべき原価企画の共通の要素が存在してい

                                            
27 日本会計研究学会[1996]，23頁。 
28 例えば，建設業に注目する論文は宍戸[2004]，宮本[2004，2006]，木下[2006，2011]，

田坂[2010]など，サービス業に注目する論文は妹尾・福島[2012]などが挙げられる。 
29 谷守・田坂 [2013]，67頁。 
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るはずである。 

 以上の問題意識を踏まえ，原価企画の定義に関する先行研究を整理すること

によって，どのような原価企画実践においても，備えるべき共通の要素で構成

された原価企画の定義を提示することを本章の目的とする。この目的を達成す

ることによって，「何をすれば原価企画を導入したと言えるのか」という判断基

準を示すことができるものと考えられる。 

 

III. 研究の方法 

 

 上述の研究目的を達成するために，本章では，以下のような研究方法を採用

した。 

（1）CiNiiのウェブサイトで，「原価企画」という語彙をタイトルに含んでいる

文献を検索した。その結果は 348件であった30。 

（2）その中で，本文中に原価企画の定義を明確に示していた文献は 96 件であ

った。 

（3）この 96 件の文献の中で，論者自身が提示した定義，あるいは，他の文献

から引用することで当該文献における定義としたものは，合わせて 106 個であ

った31。  

（4）106 個の原価企画の定義を要素ごとに分解し，大きく新製品，源流管理，

ツール，ライフサイクル・コストへの意識，顧客ニーズ，関連組織，および，

目的という 7つの要素に集約した。 

（5）昔から現在に至るまで変わらず重視されている要素と，論者および時代の

変化などによって重視される程度が異なっている要素に分解し，それぞれにつ

いて検討していく。 

（6）特に時代の流れによって重視される要素に変化があるかどうかを確認する

ために，年代を 1994 年と 2004年を区切りとして，3つに分けて検討することに

した。1994 年を区切りとする理由は，同年に，日本会計研究学会の原価企画特

別委員会が「報告草案」を取りまとめ，その要旨を同学会の全国大会で報告し

                                            
30 CiNiiでの検索文献は，2014年 6月 30日時点のものである。 
31 一本の論文において，狭義と広義の定義がある場合は，2つの定義としてカウントさ

れる。 
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たからである32。この報告は，日本会計研究学会の特別委員会の見解として，そ

の後の原価企画研究に大きな影響を及ぼした。また，田坂[2012]によると，最

近の研究では，加工組立型産業における多品種少量生産を行う企業だけでなく，

一品生産を中心とした建設業界においても原価企画が適用されている事例があ

るという。建設業における原価企画の適用に関して，他に宍戸[2004]，宮本[2004，

2006]，木下[2006，2011]，田坂[2010]などがある。そこで本章では，組立型産

業とは異なる産業である建設業界においても，原価企画の適用事例が検討され

始めた 2004年を区切りとした33。 

 

IV. 原価企画の定義の要素分解 

 

1. 原価企画の七つの要素 

 本章では，原価企画の主要な要素を分類するために，その視角を明確に提示

している田坂[2008]および伊藤［1996］を参考にする。田坂[2008]によると，

原価企画の発展段階を区分するメルクマールは，①「目的」，②「ツール」③「関

連組織の考え方」，④「戦略性」の４点にあるという34。ここで，「目的」を A①，

「ツール」を A②，「関連組織の考え方」を A③，「戦略性」を A④をする。 

 伊藤［1996］によると，原価企画の定義の主要な論点は，①「原価企画のね

らい」，②「原価企画の対象プロセス」，③「原価企画における原価の範囲」，④

「原価企画の達成課題」，⑤「原価企画の関連組織」という五つの要素があると

いう35。ここで，「原価企画のねらい」を B①，「原価企画の対象プロセス」を B

②，「原価企画における原価の範囲」を B③，「原価企画の達成課題」を B④，「原

価企画の関連組織」を B⑤とする。 

 田坂[2008]は，A ①「目的」について「原価低減に重点をおいた時代，次に

利益の作り込みの時代，さらには利益創造の時代というように原価企画の目的

に重点の相違がみられる」36と指摘した。伊藤［1996］は，B ①「原価企画のね

                                            
32 1996年に，正式な「委員会報告書」として『原価企画研究の課題』を森山書店から

出版している。 
33 もちろん，この時代の区切りはあくまで学術上のものにすぎず，実務上の波及の時期

とは一致していない。ただし，本章は学術上の定義を検討しているので，学術論文で注

目された時期を重視して時代区分を設定した。 
34 田坂[2008]，2頁。 
35 伊藤［1996］，111 頁。 
36 田坂[2008]，2頁。 
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らい」について，「ほとんどの研究者は利益の作り込み活動と原価低減活動の両

方に原価企画のねらいがあるとしている」37と指摘している。そこで，本章では，

A ①と B ①を参考にして，この要素を「目的」と表現し，更に「原価管理」と

「利益管理」という二つのサブ要素に区分した。田坂[2008]は，A ②「ツール」

について，「（原価企画の）目的の変化は，それを達成するためのツールの変化

として捉えることもできる」38と指摘した。ここでいうツールとは，VE やコス

ト・テーブルのことを指している。本章では，この要素を「ツール」と表現す

ることにした。田坂[2008]は，A ③「関連組織の考え方」について，「（原価企

画の）目的の変化は，原価企画を実施する主体にも影響を及ぼす」39と指摘した。

伊藤［1996］は，B ⑤「原価企画の関連組織」について，「原価企画の定義の中

で，組織の重要性を認識し，これを明記しているのは，櫻井［1994］である。

…櫻井は，『技術，生産，販売，購買，経理など企業の関連部署の総意を結集し

て』というように，原価企画に携わる組織として，ほとんどすべての部門が関

わることを示している」40と指摘した。そこで，本章では，A ③と B ⑤に関連す

る要素を「関連組織」と表現することにした。 

 田坂[2008]は，A ④「戦略性」について，「コスト優位と差別化の同時達成を

目指すだけでなく，グローバル化による競争の激化を考慮する必要がある」41と

指摘した。伊藤［1996］は，B ④「原価企画の達成課題」について，「原価企画

活動によって達成を求められる内容のことである。…顧客ニーズによる要求品

質，納期遵守、信頼性確保，低価格などを盛り込むことが重要である。これら

はいずれも，外部環境の問題であり，市場との関係から求められる達成課題で

ある」42と指摘した。そこで，本章では，これらの内容を簡潔に「市場志 

向」という要素として表現することにした。伊藤［1996］は，B ②「原価企画

の対象プロセス」について，「源流段階の製品開発を対象とすることは間違いな

いが，具体的にどこまでのプロセスを対象とするかが論点となる」43と指摘し，

具体的には，企画，開発，設計から初期流動段階を含む製品開発の全プロセス

であるという見解をとっている。その見解は，廣本［2009］が「源流管理」と

                                            
37 伊藤［1996］，112 頁。 
38 田坂[2008]，2-3 頁。 
39 田坂[2008]，3頁。 
40 伊藤［1996］，113 頁。 
41 田坂[2008]，3頁。 
42 伊藤［1996］，113 頁。 
43 廣本［2009］，227 頁。 
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呼ぶ「量産体制以前の活動」44と同義である。そこで，本章では，この要素を「源

流管理」と表現することにした。 

 伊藤［1996］は，B ③「原価企画における原価の範囲」について，「原価企画

活動で対象としている活動と原価の範囲は，ライフサイクル全体なのである」45

と指摘している。本章では，この内容を「ライフサイクル・コストへの意識」

という要素として表現することにした。 

 本章では，106 個の定義を細かく分解し，それらを「源流管理」，「ツール」，

「ライフサイクル・コストへの意識」，「市場志向」，「関連組織」，および，「目

的」という六つの要素に集約した。また，本章の 106 個の定義を検討していく

中で，「新製品」に関連する内容について言及されているものが多数見受けられ

たが，これは上記の六つの要素に分類することができないため，単独で一つの

要素として設定した。したがって，本章では，原価企画の定義を，「新製品」，「源

流管理」，「ツール」，「ライフサイクル・コストへの意識」，「市場志向」，「関連

組織」，および，「目的」という七つの要素に集約して整理することとした。 

 以上の内容を整理したものが図表 2-1 である。以下では，この七つの要素が

原価企画の定義にとって必須要素であるかどうかについて検討する。ここでの

必須要素とは，あらゆる原価企画実践において，必ず備えておくべき要素のこ

とをいう。このような必須要素については，古くから現在に至るまで，多くの

論者に重要視されているはずである。以下では，106個の定義の要素分解による

統計に基づいて，この点について確認をしながら議論を進めていくこととする。

他方，必ずしもあらゆる原価企画実践において備えられている必要はなくとも，

ある特定の原価企画実践において備えることで有益となる要素を，必須要素と

は区別して，ここでは「機能を向上させるための追加的要素」（以下，「追加的

要素」と呼ぶ）としたい。したがって，以下で，原価企画の要素を，必須要素

と追加的要素に分類しながら検討を進めていくことにする。 

 

 

 

 

 

                                            
44 廣本［2009］，227 頁。 
45 伊藤［1996］，112 頁。 
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図表 2-1 原価企画の七つの要素 

田坂

[2008] 
A① A② A③ A④ ― ― ― 

伊藤

[1996] 
B① ― B⑤ B④ B② B③ ― 

本章 

目的 

ツール 
関連 

組織 

市場 

志向 

源流

管理 

ライフサイクル・

コストへの意識 

新

製

品 

原価 

管理 

利益 

管理 

 

2. 「新製品」要素 

 原価企画の定義の要素分解図により，「新製品」要素の傾向を図表 2-2のよう

にまとめた。 

 図表 2-2 からわかるように，「新製品」という要素は，106 個の定義のうち３

割強に含められ，年代ごとの割合は大きく変わってない。最初の原価企画は，「パ

ブリカ」のように，新製品の開発に使われていたが，近年では，新製品だけで

はなく，既存製品のバーションアップや，サービス業の場合の新サービスなど

について適用する場合もありうる。そのため，多くの定義の中では，「新製品等」

という語彙を使っているか，あるいは，新製品等という意味合いで「新製品」

という語彙を使っている。すなわち，原価企画の対象は，必ずしも新製品のみ

ではない。その対象は，企業の特性や，企業がおかれている業界によって異な

る。したがって，「新製品」という要素は，原価企画の定義にとっての必須要素

とはいえない。 

 

図表 2-2 「新製品」要素の傾向 

年代 定義の総数 新製品 

1971-1993 25 10 40% 

1994-2003 44 12 27% 

2004-2014 37 14 38% 

計 106 36 34% 
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図表 2-3 「源流管理」要素の傾向 

年代 定義の総数 
 

企画

段階 

設開発 

段階 

試作

段階 

生産移行 

準備 

製造段階の

初期段階 
源流管理 

1971-1993 25 18 18 3 3 1 23 92% 

1994-2003 44 29 36 3 7 6 40 91% 

2004-2014 37 27 34 0 7 0 32 86% 

計 106 74 88 6 17 7 95 90% 

 

3. 「源流管理」要素 

 廣本[2009]によると，源流管理とは，量産体制以前の活動であるという。事

業活動を商品企画，製品企画，製品設計，生産準備，製造活動，販売活動を分

ける場合は，商品企画から生産準備までが量産体制以前の活動，製造活動と販

売活動が量産体制における活動である46。 

 本章で取りあげた 106 個の原価企画の定義を見ると，源流管理に関する細か

な要素として，企画立案段階，開発段階，商品開発構想，設計段階，試作段階，

試作図面作成，量産図面作成，生産移行準備，生産開始まで，製造段階の初期

段階などの様々な段階が示されている。論者によって，源流段階の分類方法や

呼び方などは，微妙に異なっているが，本章では，源流管理を企画段階，設計

開発段階，試作段階，生産移行準備，製造段階の初期段階という 5 つの段階に

区分し，106個の定義をこの 5つの段階に従って分類し，図表 2-3のように整理

した。また，廣本[2009]が指摘するように，これらの量産体制以前の少なくと

も一つの段階に関する活動について言及がある定義は，図表 2-3 における「源

流管理」という要素を考慮しているものとしてカウントした。 

 図表 2-3 からわかるように，「源流管理」という要素は，106 個の定義の約 9

割に含められ，昔から現在まで変わらず高い割合で続いている。その中でも，「企

画段階」と「設計開発段階」が特に注目されている。Fabrycky & Blanchard [1991]

および田中・小林[1995]では，製品のライフサイクルを図表 2-4 のように，商

品企画・構想設計，詳細設計・開発，生産，製品の使用・廃棄・処分と整理し

た。ここで示されているように，製品のライフサイクル・コストのおおよそ 80%

は，企画・開発・設計の段階で決まってしまう。したがって，徹底的な原価低 

                                            
46 廣本[2009]，227 頁。 
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図表 2-4 ライフサイクル・コストの確定時点と実際のコストの発生時点 

 

（出所：Fabrycky & Blanchard [1991],p.13より、一部修正） 

 

減を図るために，製造段階に入る前のより源流段階において，製品原価を作り

込むことが重要である。原価企画は，源流段階において原価の革新的な低減を

図る重要な手段の一つであると指摘される47。したがって，原価企画が原価低減

を図る段階を示す「源流管理」という要素がない定義は考えられない。 

 以上の要因から見ると，「源流管理」という要素は，原価企画の定義にとって

は不可欠な要素であり，必須要素といえると考えられる。 

 

4. 「ツール」要素 

 田坂[2008]によると，原価企画の目的を達成するために利用されるツールと

して，代表的な VE（Value Engineering）以外に，コスト・テーブル，関連組織

全体で原価低減活動を実施するためのコンカレント・エンジニアリングなどが

必要とされているという48。このように，原価企画のツールは，時代の進展によ

って多様化している。本節では，要素分解図により，「ツール」要素の傾向を図

表 2-5のようにまとめた。 

                                            
47 田中・小林[1995]，43頁。 
48 田坂[2008]，3頁。 



 18 

図表 2-5「ツール」要素の傾向 

年代 定義の総数 ツール 

1971-1993 25 6 24% 

1994-2003 44 5 11% 

2004-2014 37 4 11% 

計 106 15 14% 

 

 図表 2-5 からわかるように，「ツール」という要素は，106 個の定義のうち約

1.5割のものが言及しているにすぎず，加えて，1993年以降から，「ツール」要

素を含む定義の割合が減る傾向となっている。つまり，多くの論者が，ツール

要素を原価企画の定義に含めなくなってきている。実際に，取り扱う製品の特

徴や，業種等によって，必要とされるツールは異なるものと考えられ，「ツール」

という要素は，時代の流れや状況によって多様化するものであると考えられる。

したがって，原価企画を実践しているある特定の企業にとって，原価企画の目

的を達成するために，何らかの適切なツールを利用することが有益となること

はあるとしても，ある特定のツールを必ず利用していなければならないという

ことまでは言えないものと考えられる。以上の点から，ツール要素は，原価企

画の定義にとって，必須要素というよりも，追加的要素であると考えられる。 

 

5. 「ライフサイクル・コストへの意識」要素 

 小林[1996]によると，ライフサイクル・コスティング（Life-Cycle Costing）

という用語は，今日では非常に広い意味で用いられることがあり，原価企画と

関連する場合は，主として製品の企画・開発から使用・廃棄に至までに発生す

るコストをライフサイクル・コスト（Life-Cycle Cost: LCC）と考えるという49。

その中で，メーカー側で発生するコストとユーザー側で発生するコストがある50。 

                                            
49 小林[1996]，2頁。 
50 通常，メーカー側で発生するコストは，製品の企画・開発段階から製造・販売に至る

までのコストであるが，販売後のサービス・コスト，製品保証債務コスト，取替コスト

などを部分的にメーカーが負担することがある。他方，製品のユーザーは，原則として，

当該製品の取得コストと取得後の使用コスト，メインテナンス・コスト，廃棄コストな

どの大部分を負担し，それがユーザー側で発生する LCCとなる。 
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 また，小林[1996]によると，メーカー側の企画・開発段階で，ユーザーから

見た LCC を取り込むことは必ずしも容易なことではないという51。ユーザーが，

製品をどのような期間にわたって，どのような場所や環境のもとで，どのよう

な方法で，どのような頻度で使用するのかによって，LCCは変わってくる。これ

らの判断は，不確実性が高いため，その不確実性の高さを受け入れてまで，LCC

を把握することが，戦略上，極めて重要であると考える企業でないかぎり，LCC

を取り入れる意義を見出せない。 

 さらに，日本の原価企画活動では，達成目標となる目標原価はメーカー側で

発生するコストを主たる対象として設定され，そのコストを作り込む仕組みが

説明されている場合がほとんどである。もちろんそのことも重要であるけれど

も，メーカー側で発生するコストの低減とユーザー側で発生するコストの低減

を，どのような仕組みで統合させていくのかはほとんど説明されていないとい

う52。 

 本章では，要素分解図により，「ライフサイクル・コスト」要素の傾向を図表

2-6のようにまとまた。図表 2-6からわかるように，「ライフサイクル・コスト」

という要素は，106 個の定義の約 4 割に含められ，時代とともに，「ライフサイ

クル・コスト」要素が含められる定義の割合が増える傾向になっている。 

 

図表 2-6 「ライフサイクル・コスト」要素の傾向 

年代 定義の総数 ライフサイクル・コストへの意識 

1971-1993 25 6 24% 

1994-2003 44 18 41% 

2004-2014 37 16 43% 

計 106 40 38% 

 

 

 

 

                                            
51 小林[1996]，4頁。 
52 小林[1996]，5頁。 
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 以上の要因から見ると，ライフサイクル全体における LCC に対する消費者の

関心が高まってきているため，「ライフサイクル・コスト」という要素は，原価

企画の定義への影響が高くなってきている。その典型的な例は，日本会計研究

学会の定義である。しかし，企業の能力，企業が取り扱う製品の特性，企業が

採用している戦略などにより，LCCのどこまでを考慮するか，あるいは，どのよ

うに取り扱うのかは変わるものと考えられる。以上の点から，「ライフサイク

ル・コスト」という要素は，原価企画の定義にとって不可欠な必須要素という

よりも，ある特定の企業にとって有益な追加的要素であると考えられる。 

 

6. 「市場志向」要素 

 近藤[1989]によると，市場環境あるいは市場を中心にして「売れるものを，

いかにしてつくるか」という理念が「市場志向」と呼ばれるという。企業の意

思決定は市場の顕在的・潜在的ニーズを中心に行われるべきであって，商品の

企画から始まって最終的な販売に至るまでのすべてのプロセスを視野に収める

ことである。現代では，多品種少量生産が支配的であり，市場ニーズは多様化

し，また高品質・高性能の商品が求められ，製品のライフサイクルも短縮化し

ているために，このような要求に的確に対応することが重要視される53。 

 また，小林[1996]によると，顧客から見た LCC は，製品企画段階で構想され

る製品の機能，品質，信頼性やそこで考えられる顧客ターゲットと密接に関連

しているため，ユーザーから見た LCC に対しては，製品企画段階での取組みが

不可欠であるという。しかしながら，LCCが見えにくいことや，LCCに対する顧

客の要求そのものが多様であたり，曖昧であるために，原価企画活動の中で LCC

への本格的な取組みが行われていないことも事実であるという54。 

 本章では，「市場志向」という要素は，顧客ニーズに適合する品質・価格・信

頼性・納期等の目標の設定と同時達成，顧客満足，最小の原価をめざし，機能

の設定，品質の設定などの細かめなものを含んでいる。要素分解図により，「市

場志向」要素の傾向を図表 2-7のようにまとまた。図表 2-7からわかるように，

「市場志向」という要素は，106 個の定義の約 4 割に含められ，1993 年以降か

ら，その割合が増える傾向になっている。 

 

                                            
53 近藤[1989]，17-18頁。 
54 小林[1996]，5-6 頁。 
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図表 2-7 「市場志向」要素の傾向 

年代 定義の総数 市場志向 

1971-1993 25 2 8% 

1994-2003 44 20 45% 

2004-2014 37 17 46% 

計 106 39 37% 

 

 以上の要因から，「市場志向」という要素は，近年の多品種少量生産という時

代になってから，重要視されていることがわかる。しかしながら，「市場志向」

という要素の不確実性が高く，また，企業が採用している戦略と，企業がおか

れている業界によって，「市場志向」の具体的な内容は変わってくるものと考え

られる。したがって，「市場志向」という要素は，原価企画の定義にとっての必

須要素というよりも，ある特定の企業にとって，ある特定の市場志向が求めら

れるといった，追加的要素というべきものと考えられる。 

 

7. 「関連組織」要素 

 本章では，原価企画の関連組織を社内の原価企画チームと社外のサプライヤ

ーとの連携と二つの部分に区分した。また，「社内原価企画チーム」とは，職能

横断的な社内のチーム活動を重視する要素である。「サプライヤーとの連携」と

は，サプライヤーと一体化した全社的な原価の作り込み活動といった内容を含

む要素である。 

 要素分解図により，「関連組織」要素の傾向を図表 2-8のようにまとまた。図

表 2-8からわかるように，「関連組織」の「（社内）原価企画チーム」の側面は，

106 個の定義の約 2 割に含められ，「（社外）サプライヤーとの連携」の側面は，

106個の定義の約 1割に含められている。二つの側面は共に，時代の流れに伴っ

て，増加傾向がみられる。 
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図表 2-8 「関連組織」要素の傾向 

年代 定義の総数 

関連組織 

（社内） 

原価企画チーム 

（社外） 

サプライヤーとの連携 

1971-1993 25 2 8% 0 0% 

1994-2003 44 6 14% 5 11% 

2004-2014 37 16 43% 8 22% 

計 106 24 23% 13 12% 

 

 田中（雅）[1995]，田坂[2008]などによると，当初の原価企画では，設計担

当者が中心となって活動していたという55。また，当時は，関連部門が原価企画

を支援するような仕組みはほとんど出来上がっていなかった。したがって，関

連部門の間で，情報の共有化がなされることもなかった。 

 以上から，設計担当者を中心とした取り組みでも，原始的な原価企画活動は

実践できると考えられるため，「関連組織」という要素は，原価企画の定義には

必須要素ではないといえる。 

 しかしながら，加登［1993］は，「原価企画の発展に伴って，原価企画活動に

取り組む部署は次第に拡大していく」56と指摘した。また，日本会計研究学会

［1996］によると，原価企画チームでは，異なった職能部門から派遣された人々

が，相互に連携を取りながら，品質・原価・納期・信頼性等の諸目標の同時的

な達成に取り組んでいるという57。また，それぞれの職能専門家がその専門職能

を果たすだけでなく，多機能的に働き，職能を超えた活動を行うことによって，

個人的情報，あるいは部門間で保有されている情報等が組織全体に共有され，

新たな関係を作るという仕組みも出来上がる。 

 また，日本会計研究学会［1996］によると，原価企画活動は「サプライヤー

と一体化したコストの作り込み」58といわれており，日本における企業グループ

ないし企業集団のあり方とも関連して，その分取引の特徴の多くが原価企画活

動に深く関わっているという。また，日本企業の原価企画は，開発初期段階か

                                            
55 田中（雅）[1995]，34頁；田坂[2008]，10頁。 
56 加登［1993］，57 頁。 
57 日本会計研究学会［1996］，35頁。 
58 日本会計研究学会［1996］，35頁。 
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らのサプライヤーとの共同開発活動であるデザイン・インに多く依存している。

このように，情報共有化は組織内部と組織外部の両方に行われ，各職能担当者

とサプライヤーとの間にも多様な関係が生まれる。 

 以上からみると，「関連組織」という要素は，原価企画の必須要素とはいえな

いが，企業が必要に応じて追加すれば，原価企画の機能を大きく向上させるこ

とができるものであるため，原価企画の機能向上させるための追加的な構成要

素であると考えられる。 

 

8. 「目的」要素 

 本章では，原価企画の目的を「原価管理目的」と「利益管理目的」という二

つに区分したが，106 個の定義を調べると，「原価管理目的」と「利益管理目的」

の両方に言及しているものが多く，いずれかに分類することは非常に困難であ

った。そこで，本章では，106 個の定義の中で，「原価管理目的」と「利益管理

目的」に関連する用語がどのように用いられているかを調べて，図表 2-9 のよ

うに整理した。定義の中で用いられている表現が多様であるため，「原価管理目

的」に関連する用語を「目標原価」と「原価管理活動」に，「利益管理目的」に

関連する用語を「目標利益」と「利益管理活動」に区分し集約した。例えば，

原価改善，原価低減，原価引下げ，戦略的コスト・マネジメントなどの表現が

あれば，「原価管理活動」に，また，利益管理，利益の作り込みなどの表現があ

れば，「利益管理活動」に集計した。なお，一つの定義の中で，両方の表現があ

れば，重複して集計した。 

 原価企画の定義の中で，目的について，「原価管理活動」と「利益管理活動」

に関連する表現以外に，「目標原価」と「目標利益」に関連する表現も多く用い

られ，「目標原価」と「利益管理活動」，「目標利益」と「原価管理活動」のよう

な組合せも多くみられている。 

 「目的」要素の傾向は図表 2-9 からわかるように，「原価管理目的」が，106

個の定義の約 7.5 割に含められ，「利益管理目的」が，106 個の定義の 5 割弱に

含められている。合計すると 100％ を超えることからわかるように，両方の目

的に言及している定義が少なからずある。 
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図表 2-9 「目的」要素の傾向 

年代 
定義の 

総数 

  
目標

原価 

原価管理 

活動 

原価管理 

目的 

目標 

利益 

利益管理 

活動 

利益管理 

目的 

1971-1993 25 10 21 24 96% 2 3 5 16% 

1994-2003 44 15 16 30 68% 3 22 24 55% 

2004-2014 37 15 13 26 70% 8 19 24 65% 

計 106 40 50 80 75% 13 44 52 49% 

 

 また，時代の流れに伴い，「原価管理目的」は減少傾向が見られ，「利益管理

目的」は増加傾向が見られる。しかし，割合から見れば，「原価管理目的」のほ

うが昔から現在に至るまで高い傾向にある。このように，現在においても，「利

益管理目的」より「原価管理目的」のほうの割合が高いのは，原価企画の目的

は「利益管理目的」であっても，その目的を達成するためには，「目標原価」を

達成する「原価管理活動」が避けられないからであると考えられる。 

 以上から，「目的」という要素の「原価管理目的」は原価企画の定義の必須要

素であることがいえる。一方，「利益管理目的」は，原価企画を実践している企

業が，置かれている環境に応じて，原価管理への意識に加えて意識をすればよ

いものであり，原価企画の定義の追加的要素だと考えられる。 

 

V. 小括 

 

1. 必須要素による原価企画の定義 

 本章の目的は，「はじめに」で述べたように，「どのような原価企画実践にお

いても，備えるべき共通の要素で構成された原価企画の定義を提示すること」

であった。第 2節での検討を通じて，原価企画の定義にとっての必須要素は，「源

流管理」と「原価管理目的」の二つであるということを提示した。この二つの

必須要素で組み立てられた原価企画の定義は，「何をすれば原価企画を導入した

と言えるのか」という判断基準を示すことができると考えられる。なお，「原価

管理目的」という要素の内容は，「目標原価」を達成するための「原価管理活動」

を行うことである。また，「原価管理活動」について多様な表現があるが，それ

は，成行原価より低く設定された「目標原価」まで原価を引下げる活動である
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考えられる。 

 そこで，上記の判断基準を示すための原価企画の定義は，以下のようなもの

になる。 

 

 原価企画とは，目標原価を達成するために，源流段階において，原価を引き

下げる活動である。 

 

 しかし，この定義は，最低限の必須要素を組合せたものであり，何をすれば

原価企画を導入したと言えるのかの判断基準となるものにすぎない。したがっ

て，この定義は原価企画のすべてをカバーしているわけではない。原価企画の

すべてをカバーするためには，追加的要素を含めたより幅広い検討が必要とな

る。 

 

2. 本章の限界と残された課題 

 本章は，CiNii を利用した文献分析であるため，そこから漏れた論文は検討

対象としていないという限界がある。 

 また，本章は，「原価企画の定義」のみを分析対象としたものである。したが

って，分析対象の文献が原価企画の定義として使用している語彙や表現に注目

して検討を行った。しかし，定義の中では明確に触れていなくとも，各論文の

著者が考える原価企画の本質などについて，定義以外の本文中において詳しく

記述する可能性もある。本章の分析そのものにおいて，本文中の記述を直接的

には考慮していない。もちろん，本章は，各論文において，明確に「原価企画

の定義」として掲載された箇所には相応の重要性があるという見地から，「定義」

に焦点を絞って分析を行ったわけであるが，この点を踏まえたうえで，本章の

分析や結論について解釈をするうえで注意を要する。 

 本章では，原価企画の最低限の要素を引き出したことで，原価企画を再定義

した。しかしながら，機能を向上させるための追加的要素に対する検討はまだ

不十分である。これらの追加的要素の意義や位置づけについて，より詳細な検

討をする必要がある。すなわち，本章で示した定義に加えて，原価企画を実践

する企業が，その企業の環境，業種，戦略などに適合した追加的要素を考慮す

ることによって，より機能を向上させた原価企画を実現するということが重要

な課題となる。それはつまり，ある特定の企業にとって，「どのような原価企画
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を導入するのが最適であるのか」という論点に関する検討であるともいえる。 
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第３章  テキストマイニングによる 

           原価企画の構成要素に関する検討 

 

 

I. はじめに 

 

 原価企画が開発されて以降，学術研究の進展と実務での展開により，原価企

画の内容は拡大するとともに，開発された当時と大きく変化している。そして，

原価企画の実態も多様に存在している。そのため，前章でも議論しとおり，原

価企画の定義，目的および体系は，論者によって微妙に異なり，多様に存在し

ている。 

 原価企画の内容の拡大と変化により，原価企画の内容を一つの定義ですべて

包括するのは難しくなり，論者の理解により，定義が微妙に異なるものとなっ

ている。多様な定義が存在するが，第１章および前章でも確認したとおり，二

つの有力な定義として，神戸大学管理会計研究会[1992a]による，原価企画を「原

価発生の源流に遡って，VE などの手法をとりまじえて，設計，開発さらには商

品企画の段階で原価を作り込む活動である」59と定めたものと，日本会計研究学

会[1996]において，原価企画を「製品の企画・開発にあたって，顧客ニーズに

適合する品質・価格・信頼性・納期等の目標を設定し，上流から下流までのす

べての活動を対象としてそれらの目標の同時的な達成を図る，総合的な利益管

理活動」60として行われるものとして定めたものがある。このように，重視され

る点が異なると，原価企画に対する描写も異なってくる。 

 原価企画の構成・体系についても同じようなことが起きている。前章でも検

討したとおり，伊藤[1996]によると，原価企画の定義の主要論点には，「原価企

画のねらい」，「原価企画の対象プロセス」，「原価企画における原価の範囲」，「原

価企画の達成課題」，「原価企画の関連組織」という五つの要素があるという61。

廣本[2009]によると，原価企画は，「源流管理」，「市価主導型原価計算」，「職能

横断的チーム活動」，「原価削減方法としての価値工学」，「価値連鎖とライフサ

イクル・コスティング」の五つの要素から構成されているという62。田坂[2008]

                                            
59 神戸大学管理会計研究会[1992a]，88頁。 
60 日本会計研究学会[1996]，23頁。 
61 伊藤 [1996]，111 頁。 
62 廣本[2009]，227 頁。 
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では，原価企画を「目的」，「ツール」，「関連組織の考え方」，「戦略性」の 4 点

のメルクマールによって，原価企画の発展段階をまとめている63。 

 このように，原価企画の定義，構成・体系が多様かつ曖昧な状態であるため，

原価企画に対する理解が難しくなり，原価企画の導入や海外普及などにも影響

を与えていると考えられており，加登[1997]では，原価企画の体系理解の欠如，

原価企画の本質理解の不十分さなどの問題が存在すると指摘されている64。 

 

II. 研究目的 

 

 上述のように，原価企画の定義や体系は，論者によって，多様に存在してい

る。多くの場合，かなり先進的な原価企画の取り組みをベースにて，多数の要

素を取り込んだ，洗練された原価企画の定義が紹介されている。そのため，前

章において，多様に存在している原価企画の定義や構成・体系の概念整理を行

い，一つのフレームワークを提示しようと試みた。 

 また，前章では，原価企画のフレームワークは，「原価企画の基本モデル」（以

下，「基本モデル」と呼ぶ）と「原価企画の機能を向上させるための追加的要素」

（以下，「追加的要素」と呼ぶ）の二つの部分からなると結論づけた。「基本モ

デル」とは，あらゆる原価企画の実践において，必ず備えておくべき要素によ

って構成された原価企画のモデルである。「追加的要素」とは，ある特定の原価

企画実践において備えることで有益となる要素である。 

 広辞苑によると，定義とは，概念の内容を限定することであり，ある概念の

内容を構成する本質的属性を明らかにし他の概念から区別することである。そ

の概念の属するもっとも近い類をあげ，さらに種差をあげて同類の他の概念か

ら区別して命題化することである。すなわち，定義には，ある物事に対して最

も大事なものやことが凝縮されていると考えられる。原価企画のフレームワー

クを整理するためには，原価企画に対して最も大事なものを整理・検討する意

義があると考えられる。そのため，本章では，前章までの検討を踏まえたうえ

で，より客観的な分析を行うために，テキストマイニングの手法を用いて，多

様に存在する原価企画の定義を整理・検討することで，原価企画にとって最も

大事な要素を明らかにする。これにより，「基本モデル」の構成要素などを検討

                                            
63 田坂[2008]，2頁。 
64 加登[1997]，31頁。 
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するとともに，それを「追加的要素」とも関連付けた原価企画のフレームワー

クを整理する足掛かりとしたい。 

 

III. 研究方法および分析手続 

 

1. 研究方法 

 膨大な量のテキストデータを扱う場合，データを読み進めながら理解を積み

重ねてデータの全体像を把握することは難しい。村田・上田[2008]によると，

テキストマイニングとは，大量のテキストデータから新たな事実や傾向を発見

することを支援する技術であるという。テキストマイニングの用途としては，

顧客ニーズの分析のようなマーケティング分野が主流であるが，メーカーにお

ける製品不具合の分析や医療分野におけるカルテの分析のような専門分野に特

化したもの，社員意識調査や電子メールモニタリングなどの組織内のメンバー

を対象としたものなどもある65。 

 さらに，近年，会計領域においても，テキストマイニングを活用する研究が

見られるようになった。代表的な先行研究を挙げれば，中野（他）[2009]，澤

登[2010, 2013]，村井（他）[2011]，川上（他）[2013]などがある。中野（他）

[2009]では，テキストマイニングの手法を用いながら，日本における会計史研

究に見出される趨勢的な特徴を検討した。澤登[2010]では，網羅的・客観的分

析に取り組むため，テキ 

ストマイニングを活用して，財務報告実務に影響を与えた要因を検討した。村

井（他）[2011]では，上場企業が発行する環境報告書に対してテキストマイニ

ングを行い，環境会計で計算される環境保全コスト金額と，報告書から抽出さ

れるキーワードとの関係を分析した。川上（他）[2013]では，2000年度から 2011

年度の間に上場企業が発行した環境報告書に対してテキストマイニングを実施

することで，環境会計から計算される各期の環境保全コストの大きさと，環境

報告書から抽出されるキーワードとの関係を分析した。澤登[2013]では，19 世

紀イギリスの鉄道会社，Great Western 鉄道会社の会計実務をテキストマイニ

ングで分析し，その会計変化を検討した。 

 既に述べたとおり，本章では，研究者が原価企画のなかで最も重要な要素を

組み合わせて提示している原価企画の定義を研究対象としている。しかし，原

                                            
65 村田・上田[2008]，25頁。 
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価企画の定義に触れた先行研究は膨大な量がある。これらの先行研究において

言及されている原価企画の定義について，手作業で，すべての内容を網羅的か

つ客観的に考慮するのは難しい。そこで，本章では，テキストマイニングとい

う分析手法を原価企画の定義の分析に適用するとした。これらの点から，本章

は，一種の文献研究であると言えるが，原価企画に関する膨大な先行研究の知

見の蓄積を，網羅的かつ客観的に分析しようと試みている点に，通常の文献研

究や，これまでの原価企画研究にはない特徴がある。 

  なお，以下の分析の実施に当たっては，テキストマイニングを行うために製

作されたフリー・ソフトウェア KH Coder66を利用することとした。 

 

2. 分析手続 

  まず，今までの原価企画に関する研究論文をレビューし，その中で出現して

いる定義を対象として検討し，現在の原価企画にとっての「基本モデル」を明

らかにしたい。具体的には，日本会計研究学会の原価企画特別委員会が 1996年

に出版した『原価企画研究の課題』に所収されている「原価企画主要文献リス

ト」に掲載された 151 編の日本語文献と，CiNii で，「原価企画」を検索するこ

とで出てきた 418 編の文献の，合わせて 569 編の文献のうち，重複分を差し引

いた 515編の文献を，分析対象とした67。この中で，本文中に，論者自身が提示

した定義，あるいは，他の文献から引用することで当該文献における定義とし

ていたもの，合わせて 151 個の定義を取り出し，これらの定義について検討し

ていく。研究者による原価企画の定義に対する認識を反映するため，および，

定義の影響力を考慮するために，本章では，引用による定義も分析対象に含め

ている。また，原価企画の定義を広義と狭義の二つに分けている場合，二つの

定義として換算した。 

 以下では， KH Coder を通じて，共起ネットワーク分析，階層的クラスター分

析，頻出語リストという三つの機能を使い，151個の定義を検討していく。その

中，「共起ネットワーク」と「階層的クラスター分析」の分析手法は類似のもの

であるが，分析結果の出力方法は異なる。「共起ネットワーク分析」の結果は，

結果の概要を図式的に提供してくれるために，時代区分の変化の概要を把握し

                                            
66 KH Coderの利用方法は樋口[2014]に参照する。 
67 CiNiiでの検索文献は，2015年 08月 25日時点のものである。なお，CiNiiで「原価

企画」を検索すると，検索結果は 435件と出てくるが，検索結果にも重複があり，重複

分を除くと，418編の論文がある。 
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やすいが，すべての語彙間の詳細な距離などは読み取りにくい。「階層的クラス

ター分析」の結果は，語彙間の距離などについてより詳細なデータが提供され

るため，詳細な分析には向いているが，一見して分かりやすい描写方法で結果

を提示するわけではない。 

 本章では，定義の変化の推移を確認するために，10年ごとに年代を区切って，

原価企画の定義の要素の変化を観察する。さらに，1994 年には，日本会計研究

学会の原価企画特別委員会が「報告草案」を取りまとめ，その要旨を全国大会

で報告している。この報告は，日本会計研究学会の特別委員会の見解として，

その後の原価企画研究に大きな影響を及ぼしたと考えられる。そのため，1994

年前後の原価企画に対する考え方の変化を確認する必要もある。 

 さらに，「共起ネットワーク分析」と「階層的クラスター分析」の特徴を踏ま

え，次節では，第１項においで，1994 年前後の原価企画に関する語彙群団の変

化を明らかにしようとした。ここでは，1994 年の前後の語彙群団に変化がある

という事実を，「より分かりやすく」描写することに力点を置いたため，「共起

ネットワーク」による出力結果を提供した。そして，第２項で，10 年ごとに年

代を分けて，原価企画に対する考え方の年代変化を確認するため，４つの時代

区分にしたがって，原価企画についての描写の語彙の変化を詳細に検討してい

る。 

 

IV. テキストマイニングによる原価企画の構成要素に関する分析 

 

1. 共起ネットワーク分析 

 樋口[2014]によると，共起ネットワーク分析とは，データの中でよく一緒に

使用される概念を線で結んでネットワークを描く方法である68。 

 1994年前後の原価企画に対する考え方の変化を確認するため，KH Coder を利

用して，原価企画の定義の共起ネットワークを図表 3-1 と図表 3-2 のように描

出した。図表 3-1 からわかるように，1993年以前は，「原価」，「製品」，「企画」，

「設計」，「開発」，「段階」，「活動」という７個の語彙が「原価企画」とよく一

緒に使用されている。図表 3-2からわかるように，1994年以降は，「製品」，「開

発」，「活動」，「目標」，「設定」，「達成」という６個の語彙が「原価企画」とよ

く一緒に使用されている。すなわち，「原価企画」というキーワードとよく一緒

                                            
68 樋口[2014],155頁。 
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に使用される語彙から分かるように，1994 年の前後であっても，あまり変化し

ていないのは，「製品」の「設計」，「開発」など，源流段階の「活動」というと

ころである。この部分は，時代にかかわらず重要なキーワードとして定義で使

用され続けている要素であり，本章でいう「基本モデル」の部分に該当するも

のと考えられる。一方，1993年以前の「原価」は，1994年以降から，原価企画

とよく一緒に使用される語彙群団から消え，「目標」，「設定」，「達成」に変わっ

た。このことは，原価企画の定義を定める時に，原価企画が，単純な原価管理69

活動として言及されなくなり，より複雑かつ総合的な管理活動として言及され

るようになる変化として見ることができる。また，図表 3-2 では，日本会計研

究学会が提示している定義に関連する語彙の群団ができたことから，1994 年以

降から，学会の定義が原価企画の研究に大きく影響を与えていると解釈できる。 

 

図表 3-1 共起ネットワーク（1993年以前） 

                                             （出所）筆者作成。  

                                            
69 『会計学辞典』によると，原価管理はコストコントロールとも言われ，様々な意味を

持っている。ここでは，原価管理は，「原価統制」と「原価引下」の両方を含む意味で

用いている（松本[1976]，330頁）。 
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図表 3-2 共起ネットワーク（1994年以降） 

                                             （出所）筆者作成。 

 

 さらに，図表 3-1 と図表 3-2 の比較から，1994 年前後に，ライフサイクルコ

ストに関する語彙が「廃棄」のみから「廃棄」，「上流」，「下流」，「すべて」な

どの語彙に変わり，ライフサイクルコストに対する，より詳細な言及がされる

ようになっていることが分かる。 

 加えて，図表 3-2では，「価格」，「顧客」，「ニーズ」，「信頼」，「納期」など市

場志向に関連する語彙群団が出現しており，市場志向に対する重視度が上がっ

ている。 

 ほかにも，図表 3-2 では，「部署」，「総意」，「結集」など，原価企画のチーム

ワークに関する語彙が増える傾向があり，原価企画のチームワークが重視され

るようになったと解釈できる。この点に関して付記すると，図表 3-2では，「全

社」，「取引」，「含める」などのような語彙群団も登場しており，サプライヤー

との連携についても重視されるようになっている。 

 以上の，「利益管理」，「市場志向」，「ライフサイクルコスト」，「原価企画のチ
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ームワーク」，「サプライヤーとの連携」などは，時代の推移によって原価企画

にとって重要になってきた要素として認識することができ，本章での「追加的

要素」に該当する部分と考えられる。 

 

2. 階層的クラスター分析 

 土田・山川[2011]によると，クラスター分析とは，多数のデータをそれらの

類似度に基づいて分類する統計手法の総称である。類似度は，データがどの程

度似通っているかを測る尺度であり，データ相互間の距離を考え，データ間の

距離が短いほど類似度は大きく，距離が長いほど類似度は小さいと考える。ク

ラスター分析の中で，対象となる要素相互間の距離をすべて計算して，もっと

も近いものから順に結合して，１つにまとめていく方法は階層的クラスター分

析という70。 

 原価企画に対する考え方の年代変化をより詳しく確認するため，KH Coder を

利用して，10 年ごとに年代を分けて，原価企画の定義に関する階層的クラスタ

ー分析を検討した。その結果は図表 3-3から図表 3-6のようになっている71。年

代ごとの階層的クラスター分析の図表からわかるように，原価企画の定義は，

年代によっても徐々に変化していることがわかる。 

 本章では，原価企画というキーワードと短い距離の語彙ほど，原価企画とい

うキーワードとともによく使用されているという意味で，原価企画の定義にと

って重要なものと考えられる。 

 また，「原価企画」というキーワードとの類似度が高い語彙の群団の数の増加

傾向が見られている。すなわち，原価企画の定義の内容が徐々に拡張している

ことが考えられる。しかし，年代に渡って，変化しない部分もある。その部分

を整理すると，「設計」，「開発」などの源流段階における「活動」と解釈でき，

すなわち，本章での「基本モデル」であり，これは共起ネットワークとの分析

結果と一致している。 

 さらに，各年代における「原価企画」というキーワードに近い語彙に注目す

ると，図表 3-3では，「原価」という語彙との距離が一番短いため，原価企画の

定義において，原価管理という点が強調されていることがわかる。 

                                            
70 土田・山川[2011]，202頁。 
71 紙幅を節約するため，階層的クラスター分析の結果をすべて掲載せず，「原価企画」

というキーワードの群団とこの群団に一番近い語彙の群団を掲載することにした。 
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図表 3-4では，「原価」という語彙がまだ「原価企画」というキーワードと同じ

語彙群団にあるが，図表 3-3の時代より遠くなっている。また，「原価企画」が

ある語彙群団の中で，図表 3-3 の時代と比較すると，源流段階に関わる語彙が

増え，特に企画段階などが強調されるようになった。この当時の源流段階をよ

り詳細に説明する原価企画の定義の内容は，神戸大学管理会計研究会の定義に

大きく影響されていると考えられる。 

 

図表 3-3  階層的クラスター        図表 3-4 階層的クラスター 

      （〜1989）             （1990〜1999） 
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図表 3-5  階層的クラスター        図表 3-6 階層的クラスター 

   （2000〜2009）               （2010〜） 

 

 

  図表 3-5では，原価企画の定義が日本会計研究学会の定義に大きく影響され，

原価だけではない目標の設定と達成が重要になり，図表 3-6 では，日本会計研

究学会の定義の影響がより一層進み，利益管理という語彙が原価企画と同じ語

彙群団になり，利益管理が非常に重視されるようになったことが分かる。 

 

3. 頻出語リストによる分析 

 より詳しく原価企画に対する考え方の変化を検討するため，KH Coder を利用

して抽出した原価企画の定義の頻出語リストを作成した（図表 3-7）。原価企画

に関する研究論文数は，年代などによって変わるため，頻出語リストの語彙の

出現回数の大小を比較しても意味がない。そこで，ここでは語彙の出現回数で

はなく，1994 年前後の順位の変化に注目して確認する。なお，頻出語リストは，

上位 50 位まで確認したが，ここでは，紙幅を節約するため，1994 年前後の 10
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位までの語彙を取り上げ，さらに，順位変化が大きい語彙である「利益」，「原

価管理」，「利益管理」を追加した。 

 図表 3-7から，源流段階に関する語彙「設計」の順位がやや下がったが，「開

発」，「企画」の順位は大体維持している。全体的に，源流段階に関連する語彙

の順位には変化が少なく，これらが原価企画にとって変わらず大事な要素であ

ることを表している。原価に関連する語彙「原価」の順位は，やや下がり，「低

減」，「原価管理」の順位は，明らかに下がっている。一方，利益に関連する語

彙，例えば「利益」，「利益管理」の順位は明らかに上昇している。すなわち，

研究者の論文において示された学術上の原価企画の定義から見ると，原価企画

の目的は徐々に原価低減や原価管理から利益管理や利益企画などとして言及さ

れるように変わってきているようである。  

  しかし，この点に関連して，第５章では，実務家の認識では，原価企画の目

的を原価管理と認識する企業が徐々に増えてきていることを明らかにしており，

学術上の利益管理重視の傾向と実務の認識の間に齟齬が見られる。 

 

図表 3-7 頻出語リスト（数字は順位） 

 〜1993 1994〜 

原価 1 4 

設計 2 10 

原価企画 3 5 

製品 4 3 

開発 5 6 

活動 6 2 

段階 7 8 

企画 8 7 

目標 9 1 

低減 10 30 

達成 15 9 

利益 46 21 

原価管理 32 − 

利益管理 − 12 

                                 （出所）筆者作成。 
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  これらの結果からすると，研究者が原価企画の定義を示す際には，完全装備

の原価企画，すなわち，あらゆる先進的な要素を取り込んだ原価企画の定義を

提示する傾向が見られる。しかし，実務では，状況によって，完全装備の原価

企画よりも，最小構成の原価企画が活用されるケースもある。このような点か

ら，最小構成の原価企画と，完全装備の原価企画の両方をともに考慮した原価

企画の体系化が求められる。 

 

V. 小括 

 

 以上の分析を通じて，本章でいう原価企画の「基本モデル」は，源流段階に

おける原価管理活動であると指摘できる。第１章でも言及したように，そもそ

も原価企画は，トヨタ自動車が 1961年に発売したパブリカを開発する際に，非

実現的な目標価格・目標原価を実現するため，独自に構築した日本の管理会計

手法であると言われている。原価企画の「基本モデル」に該当する内容は，原

価企画が開発された当時から今まで変わらず，原価企画にとって重要なもので

あり続けているといえる。 

 すなわち，どのような実態の原価企画にとっても，「源流段階」と「原価管理

活動」という二つの要素は必ず必要な要素である。この二つの要素のうち一つ

でも欠けると，原価企画とは言えなくなる。 

 また，原価企画の「追加的要素」に関しては，環境や時代によって異なるが，

以上の分析によると，近年，「利益管理」，「市場志向」，「ライフサイクルコスト」，

「原価企画のチームワーク」，「サプライヤーとの連携」などの要素が重視され

るようになったことが確認できた。 

 これらの要素は，いずれも原価企画にとって非常に重要な要素であるが，あ

くまで企業を取り巻く状況により，必要に応じて組み込まれるものであり，こ

れらの「追加的要素」のすべてを，常にすべての企業が組み込んでいる必要は

ないと考える。 

 以上により，前章において検討した「基本モデル」と「追加的要素」に区分

するフレームワークの妥当性について，テキストマイニングを用いた検証を通

じて，一定の確認ができたものと思われる。  
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第４章 ケース研究に基づく原価企画の構成要素に関する検討 

 

 

I. はじめに 

 

 本論文では，日本の原価企画研究をもとに，多様に存在している原価企画を

一つのフレームワークでまとめようとする。第２章と第３章では，学術上にお

ける日本の原価企画研究で示されてきた定義にもとづいて，原価企画のフレー

ムワークの構築可能性について検討してきた。 

 既述したとおり，本論文で提示している原価企画のフレームワークは，「基本

モデル」と「追加的要素」の二つの部分からなると考えている。そして，原価

企画の「基本モデル」の必須要素である「源流管理」と「原価管理活動」とい

う二つの要素が揃うと，原価企画を実践しているものと認識できる。「追加的要

素」に関しては環境や時代によって異なるが，必要に応じて組み込まれるもの

であり，常にすべての企業が組み込む必要はないと考えている。 

 そこで本章では，実務において，原価企画がどのように認識され，導入され

ているのか，また，前述の原価企画のフレームワークが，実務においても妥当

であるかについて確認していきたい。 

 以下，本章では，原価企画に関する多数のケーススタディーを対象として，

これらのケースをレビューすることによって，原価企画の「追加的要素」が，

企業に導入された初期段階から，発展していく過程でどのように変化するかに

ついて整理し，そのパターンを明らかにしたい。さらに， 複数のケースを分析

することを通じて，その理由を探ることを試みる。 

  

II. 研究方法 

 

 まず，第３章で言及した CiNii より検索した 418 編の「原価企画」をタイト

ルとした文献の中から，39編のケース研究の文献を取り出した。39編の論文は，

巻末に掲載している付録 1のようになっている。そして，この 39編の文献では，

24社の原価企画の実務について紹介している。それぞれは，松下電工（A工場），

ダイハツ工業，トヨタ自動車，日産自動車，クラリオン，東芝，シャープ，キ

ヤノン，三菱電気（中津川製作所），ゼクセル，アイシン精機，Magneti Marelli
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社，常石造船，希望社，済生会熊本病院，南海辰村建設，フジタ，さくら銀行

の 18社のほか，匿名化された６社を合わせた 24社である。 

 この 24社の企業の原価企画の考察により，実務では，原価企画の「追加的要

素」が，企業に導入された初期段階から，発展していく過程でどのように変化

するかについて整理し，そのパターンを明らかにし，その理由を探るとともに，

実際の実務に対する，前章までで検討してきた原価企画のフレームワークの妥

当性を確認する。 

 

III. 原価企画の構成要素に関する分析 

 

1. 原価企画の実施主体/実施対象 

 24 社のケース研究を確認すると，原価企画を導入する場合，いきなり原価企

画を全社または全製品に展開するというやり方は見られない。むしろ，原価企

画を社内のある工場から，あるいは，ある部品から導入を始めて，原価企画が

定着した後から，全社あるいは，製品全体に拡張させるパターンが 7 件見られ

た（このような現象は，付録１の文献 10，11，12，13，21，31，32 で見られる。）。

この現象を図式化すると図表 4-2のようになる。 

 このような状況が生じる理由としては，企業の需要や能力などを考慮すると，

原価企画を必要な製品や必要な工場など一部から始めた方がより効率的である

と考えられることが挙げられる。 

 

図表 4-2 原価企画を導入するイメージ図 

 

 

工 場

部 品 製 品

全 社

部 分 全 体
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2. 原価企画の実施基準 

 日本企業ではなく，海外企業の事例ではあるが，原価企画を導入する初期段

階では，VA/VEのマニュアルなどのような，明確なルールが求められるケースが

紹介されている（このような現象は，付録１の文献 17，18，19，21で紹介され

ている。）。この４編の文献は，すべて Magneti Marelli 社の原価企画導入事例

に関する紹介であるが，海外の企業に原価企画を導入する際は，原価企画の実

施基準の作成が非常に重要であるということが強調されている。 

 このような状況が生じる背景には，原価企画の知識が定着するまでには，長

い時間が掛かるということが挙げられるであろう。導入の初期段階では，原価

企画の知識を完全把握している人数がまだ少なく，うまく活動を実践するため

には，詳細なマニュアルを作成することが肝要となる。そして，原価企画が定

着段階となってくると，部門横断的なチームにおいて，原価企画の実践方法の

経験知が共通知となってくる。そうなると，チームメンバーがお互いの仕事を

理解しながら，共通知に基づいて，原価企画を進められるようになる。 

  

3. 関連組織 

 原価企画を企業に導入する初期段階では，現場，設計部門，技術部門などの

一部の部門を中心として活動が開始されることが複数の事例で見られる。そし

て，原価企画の経験の蓄積に伴い，原価企画の関連組織は，いくつの部門から，

全社あるいは，サプライヤーを含む全社までに広がる（このような現象は，付

録１の文献 10，11，12，13，20，23で紹介されている。）。 

 この現象については，いくつかの理由が考えられる。まず，原価企画の学習

には，長い時間が必要となる。また，導入期での原価企画の目的は，主に源流

段階での原価低減であるため，多くの部門がかかわる必要性が低い。しかし，

原価企画活動が定着して，展開していくにつれて，原価企画を把握している人

材が増えていき，より多くの部門や組織に広がりを見せることとなる。 

  

4. 源流管理 

 原価企画を導入する初期段階では，開発・設計を中心に原価企画が実施され

ている事例が複数見られる。そして，原価企画の導入後，時間の経過に伴って，

より上流の源流段階に遡求する（この現象については，付録１の文献 10 と 12

で紹介されている。）。 
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 この現象については，以下の理由が考えられる。導入初期段階では，原価企

画の基本モデルでいう「源流段階」としての設計・開発部門あるいは試作部門

を中心に原価企画活動が始まる。その後，原価管理の強化を図るために，より

上流の企画部門なども含む活動へと移行していく。これは関連組織の拡大と同

様に，原価企画チームに共通知の拡大と蓄積をもたらし，より上流段階での原

価企画を可能にしていく。 

 

5. 目標原価の設定 

 原価企画を導入する初期段階では，過去の原価をベースにして，目標原価を

設定する。その後，原価企画の経験の蓄積に伴い，目標原価の設定は，全社利

益をベースにして，市場価格から逆算するようになる（このような現象は，付

録１の文献 12，20，21で紹介されている。）。 

 多くの場合，導入初期段階では，設計・開発を中心に活動を行っているため，

利益や市場価格に関する情報の処理能力が限られている。しかし，その後，原

価企画の関連組織が，企画部門なども含めて，より上流に拡大していくにつれ

て，企画部門との連携なども高まっていき，利益や市場価格に関する情報の処

理能力も向上していく。このような状況が整うことで，市場価格から逆算され

た目標原価の設定が可能になっていく。 

 

6. 原価企画の目的 

 原価企画を導入する初期段階では，原価低減を主な目的としているが，原価

企画の経験の蓄積に伴い，原価企画の目的は総合的利益管理に移行する傾向が

見られる（このような現象は，付録１の文献 10，12，15，20，21で紹介されて

いる。）。 

 原価企画の導入時は，競争相手との価格競争などに直面している状況や，取

引会社から原価の引き下げを要求される状況などが多い。それゆえ，その目的

も原価管理目的が中心となりがちである。しかし，原価企画活動が定着してい

くと，原価企画の関連組織が拡大し，原価企画の実施主体や実施対象も部分か

ら全体となっていく。このような進展に伴って，総合的利益管理活動もできる

ようになっていく。  

 

IV. 小括 
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図表 4−3 原価企画の構成要素の水準の変化 

構成要素 導入初期段階 発展段階 

実施主体 工場（部分） 全社（全体） 

実施対象 部分（部分） 製品（全体） 

実施基準 VEなどのマニュアルなど チーム間の共通知識 

関連組織 一部→全社→サプライヤーも含む 

源流管理 開発・設計 開発・設計＋企画に拡張 

目標原価の設定 原価に基づく 利益に基づく 

原価企画の目的 原価管理 利益管理 

各構成要素の水準 基礎レベル→拡張レベル 

 

 上述の内容をまとめると，図表 4-3 のようになる。すなわち，原価企画の各

構成要素の水準が，原価企画が導入された初期段階，または，その後の発展段

階によって，変化すると考えられる。 

 ケース研究で紹介された 24社の企業は，すべて原価企画の導入の成功例とし

て取り上げられている。また，紹介された時点では，24社の企業の原価企画は，

ほとんど発展段階に入っている。しかし，第３節で説明したように，それらの

企業でも，原価企画の導入初期段階では，原価企画の各構成要素の基礎レベル

から始まっている。すなわち，原価企画の各構成要素は，全ての企業が，導入

時に高水準のレベル（拡張レベル）で，組み込む必要はないことがわかる。 

 実施主体や実施対象を全社・全製品に導入し，各構成要素を高水準のレベル

で導入しようとしても，うまくいかない事例もみられた（付録１の文献 17，19

で紹介されている。）。実施主体や実施対象を部分的に限定し，各構成要素につ

いては基礎レベルから導入し，原価企画の知識や経験を蓄積させることを通じ

て，主体や対象を拡大し，各構成要素を拡張レベルに展開することで，原価企

画活動を発展させる方法もありうる。 
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第５章 実態調査に基づく原価企画の構成要素に関する検討 

 

 

I. はじめに 

 

 原価企画は，日本の製造業が独自に構築した管理会計手法である。しかし，

これまでの各章でも検討してきたように，学術面においては，原価企画に対し

て，まだ多数の課題が残されている。例えば，加登[1997]では，原価企画の体

系理解の欠如，原価企画の本質理解の不十分さなどの問題が存在すると指摘さ

れている72。 

 本章では，原価企画の本質を明確にするため，検討することが欠かせない原

価企画の目的に着目することにした。具体的には，原価企画に関する研究者に

よる文献と実態調査をレビューすることにより，研究者による原価企画の目的

に対する考え方と，実務における原価企画の目的に対する認識を明らかにし，

両者の間の関係について検討を行うこととする。 

 

II. 原価企画の目的に対する認識 

 

 トヨタ自動車株式会社[1987]によると，トヨタにおける原価企画体制の構築

に関して，「（昭和）三十四年（1959年）末に試作段階にあったパブリカに『一

○○○ドルカー』という目標販売価格を設定し，企画設計段階で初めて原価検

討を試みた。…結果は良好で，パブリカは大衆車でありながら軽自動車並みの

価格を実現することができた。このように企画設計段階で目標内に原価を収め

ることは，この後，いわゆるVE（価値工学）として定着し，新車の開発やモデ

ルチェンジを行う時に，定常的に実施するようになった。同時に，設計，試作，

生産準備などの各段階で，関係部署がお互いに協力して目標原価の達成に努め

るという，いわゆる『原価企画』の体制を整備していくのである。」と説明さ

れている73。このように，原価企画が開発された当時，原価企画は「目標内に原

価を収める」，「目標原価の達成」など，いわゆる「原価低減」を目的として

利用されていた。 

                                            
72 加登[1997]，31頁。 
73 トヨタ自動車株式会社[1987]，371頁。 
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 その後，原価企画の普及に伴い，原価企画の目的は単なる原価低減だけでは

なくなる。神戸大学管理会計研究会[1992a]によると，原価企画の導入当初は，

「原価低減」が主要目的であったが，その後，「顧客ニーズにあった製品開発」，

「品質」，「新製品のタイムリーな導入」も強く認識されるようになったとい

う74。櫻井[1992]（以下では「櫻井（1992年調査）」と呼ぶ）は，原価企画を経

営管理の技法と技術者の技法とに分けて調査している。その結果は，前者が45%，

後者が20%であり，実務において，原価企画は，技術者たちによる技法というよ

りも，より全般的な経営管理技法であると認識されていることが分かった75。伊

藤[2008]によると，櫻井（1992年調査）の結果を利益管理が45%，原価低減が20%

であると解釈することができるという76。 

 このように，原価企画の目的が多様になり，日本会計研究学会[1996]は，原

価企画の「あるべき姿」を，「製品の企画・開発にあたって，顧客ニーズに適

合する品質・価格・信頼性・納期等の目標を設定し，上流から下流までのすべ

ての活動を対象としてそれらの目標の同時的な達成を図る，総合的利益管理活

動」と定めた77。さらに，この「あるべき姿」の理解に基づいて，加登[1993]で

は，「原価企画は，単なるコスト低減技法ではない。目標利益の確保を目指す

経営管理手法であるというのが，原価企画の本質をより適切に表現している」

という指摘がなされている78。このように，原価企画の目的が利益管理目的であ

ると主張する学説も出てくるようになった。 

 一方，原価企画を利益管理手法と認識することを批判する論者もいる。2002

年に，日本管理会計学会企業調査研究委員会が行った日本の原価企画実態調査

結果（以下では，「日本管理会計学会（2002年調査）と呼ぶ」）によると，原

価企画の目的について，31.8%の企業が利益管理目的，39.3%の企業が原価管理

目的と認識している79。伊藤[2008]は, 櫻井（1992年調査）と日本管理会計学会

（2002年調査）の調査結果に基づいて，1992年から2002年まで，日本の原価企

画の目的は利益管理から原価管理に変化し，原価企画の実態は原価低減活動で

あると指摘した80。また，田坂[2008]によると，原価企画は，マーケット・イン

                                            
74 神戸大学管理会計研究会[1992a]，90頁。 
75 櫻井[1992]， 6頁。 
76 伊藤[2008]，23頁。 
77 日本会計研究学会[1996]，23頁。 
78 加登[1993]，23頁。 
79 伊藤[2008]，22頁。 
80 伊藤[2008]，23頁。 
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志向にもとづいて戦略的にコスト・マネジメントを行なった結果として利益を

獲得するので，単なる利益管理ではないという。また，利益管理というと，CVP

分析や価格決定などが重要であるが，原価企画にはCVP分析のような機能はなく，

利益管理とか利益企画といった表現は，原価企画の本質に誤解を与えかねない

と指摘した81。 

 上述のように，原価企画の多様な目的が存在しているため，目的観の相違に

応じて，原価企画の定義も多様に存在している。原価企画の定義が一意に示さ

れていないため，原価企画に対する理解が難しくなり，時には誤解される場合

もある。しかし，原価企画の目的の推移に関する研究は十分とは言えず，特に，

原価企画の目的に対する実務の認識と研究者の見解を，複数の文献および調査

を統合しながら比較する分析は行われていない。そこで本章では，原価企画の

目的の推移を明らかにすることを目的とする。具体的には，研究者の見解と実

務の認識をそれぞれ把握するため，研究者による文献と実務の状況を表してい

る実態調査に分けて，原価企画の目的の推移状況を整理する。 

 

III. 原価企画の目的の推移 

 

1. 研究者による原価企画の目的の推移 

（１）整理の方法 

 「原価企画とは何か」，「原価企画の本質は何か」という問いへの回答を示す

のは，原価企画の定義であると考えられる。しかし，現状のところ，原価企画

の定義は一意に示されていない。多様な原価企画の定義の存在は，原価企画の

目的観に対する研究者の見解が割れていることを示している。そこで本節では，

原価企画の目的に着目し，第２章で使った方法とデータによって，研究者の見

解を明確にしたい。 

 具体的には，まず，CiNii で，「原価企画」という語彙をタイトルに含んでい

る文献を検索した。その結果は 348件であった82。その中で，本文中に原価企画

の定義を明確に示していた文献は 96 件であった。この 96 件の文献の中で，論

者自身が提示した定義，あるいは，他の文献から引用することで当該文献にお

                                            
81 田坂[2008]，16-17頁。 
82 CiNiiでの検索文献については，2014年 6月 30日時点のものである。 
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ける定義としていたものは，合わせて 106個であった83。この 106個の原価企画

の定義が「原価管理目的」と「利益管理目的」のいずれに該当するかについて

整理した。なお，定義の中に，「目標原価の達成」，「原価低減」，「原価の作り込

み」などの語彙が含まれたものを「原価管理目的」としてカウントし，「目標利

益の達成」，「利益の作り込み」，「利益企画」などの語彙が含まれたものを「利

益管理目的」としてカウントした。また，原価企画の目的の推移を見るため， 5

年ごとにデータを区分して整理した。 

 

（２）統計結果と分析 

 図表 5-1 からわかるように，全体の割合からみると，原価管理目的は 75.5%

であり，過半数を超え，利益管理目的よりはるかに多い。また，年代別のデー

タからみると，2001〜2005 年以外に，原価管理目的はずっと利益管理目的より

割合が高い。時系列でみると，原価管理目的は，減少傾向であり，利益管理目

的が増加傾向である。これらの結果から，研究者による原価企画の目的は，総

じて原価管理目的が利益管理目的より重視されている一方で，原価管理目的の

重視度が減り，利益管理目的が徐々に重視されるようになっている傾向が見て

取れる。 

 

図表 5-1 研究者による文献における原価企画の目的の推移 

年代 
定義の 

総数 

原価管理目的 利益管理目的 

個数 割合 個数 割合 

〜1990 6 6 100.0% 2 33.3% 

1991〜1995 35 29 82.9% 8 22.9% 

1996〜2000 24 18 75.0% 14 58.3% 

2001〜2005 12 6 50.0% 8 66.7% 

2006〜2010 21 15 71.4% 14 66.7% 

2011〜 8 6 75.0% 5 62.5% 

合計 106 80 75.5% 51 48.1% 

                               （出所）CiNiiに基づき，筆者作成。 

 

                                            
83 1本の論文において，狭義と広義の定義がある場合は，二つの定義としてカウントさ

れる。 
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2. 実態調査における原価企画の目的の推移 

（１）整理の方法 

 CiNiiで「原価企画」＋「調査」，「管理会計」＋「実態調査」という語彙をタ

イトルに含んでいる文献を検索した。その結果は，それぞれ 40 件，58件であっ

た84。このうち，原価企画の目的について調査したものを図表 5-2と図表 5-3の

ように整理した。図表 5-2は，「原価企画の目的が原価管理目的か利益管理目的

か」に関する実態調査とその結果であり，図表 5-3は，原価企画の目的を，「原

価低減」，「品質や機能」，「製品のコンセプトの実現」，「顧客ニーズ」，「新製品

のタイムリーな導入」などの項目に分けて質問した実態調査の結果である。 

 

（２）統計結果と分析 

 図表 5-2によると，割合から見れば，櫻井(1992年調査)を除くと，「原価管理

目的」の割合は「利益管理目的」の割合より高い。また，時系列の推移の傾向

から見れば，「原価管理目的」は増加傾向であり，「利益管理目的」は減少傾向

である。すなわち，図表 5-2 のデータから，実態調査における原価企画の目的

は，原価管理目的が利益管理目的より重要視されること，かつ，原価管理目的

のほうが重視視されるようになり，利益管理目的の重要度が徐々に減少する傾

向があることが読み取れる。 

 

図表 5-2 実態調査における原価企画の目的の推移 

論文 調査年 
原価管理 

目的 

利益管理 

目的 
その他 

櫻井[1992] 1992 21% 45% 34% 

伊藤[2008] 2002 39.3% 31.8% 28.9% 

田中（他） 

[2014abcd] 

2008-2009 65.5% 27.8% 3.5% 

2012-2013 75.9% 27.9% 3.8% 

     （出所）櫻井[1992]，伊藤[2008]，田中（他）[2014abcd]に基づき作成。 

 

 

 

 

 

                                            
84 CiNiiでの検索文献については，2014年 9月 30日時点のものである。 
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図表５−3 実態調査における原価企画の一番重要な目的 

論文 調査年 原価管理 

神戸大学管理会計研究会[1992abc] 1991 ○ 

森[1998] 1997 ○ 

吉田（他）[2009] 2009 ○ 

（出所）神戸大学管理会計研究会[1992abc]，森[1998]，吉田（他）[2009]に基

づき作成。 

 

図表 5-3の三つの調査では，神戸大学管理会計研究会[1992abc]と 吉田（他）

[2009]はリカートスケールを通じて，原価企画の各目的項目の重要度について

質問をする方法をとり，森[1998]は複数回答で原価企画の目的について質問す

る方法をとった。いずれの調査結果も，原価管理目的が一番重要な目的として

認識されていることを示している。この結果は，図表 5-2 の結果と一致してい

る。 

 

3. 研究者による文献と実態調査における原価企画の目的の推移 

 研究者による原価企画の目的の推移状況と，実態調査における原価企画の目

的の推移状況を比較すると，図表 5-4 のようになる。全体の割合から見れば，

両方とも「原価管理目的」のほうが「利益管理目的」より重要視されていると

いえる。しかし，増減傾向から見ると，研究者による文献と実態調査における

原価企画の目的の推移傾向が逆となっている。すなわち，研究者の考える目的

と実務の考える目的の変化のトレンドの間には，ギャップが生じているといえ

る。実務では，原価企画の目的を原価管理として認識している企業が増えてき

ているが，学術論文における原価企画の定義においては，原価企画を利益管理

として定めたものが増えてきている。このような結果からすると，研究者が原

価企画の定義を示す際に，利益管理を強調しすぎているのではないかと考えら

れる。 
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図表 5-4 研究者による文献と実態調査における原価企画の目的の推移 

 
研究者による文献 

（研究者） 

実態調査 

（実務） 

原価管理目的 or利益管理目的 原価管理目的 原価管理目的 

原価管理目的 減少傾向 増加傾向 

利益管理目的 増加傾向 減少傾向 

                                                （出所）筆者作成。 

 

 伊藤[2008]によると，利益管理の一環として原価企画を制度導入していると

いう理解は，3 点の理由が考えられるという85。第１に，原価企画活動での利益

の作り込みとして，許容原価による目標原価（「目標製造原価」とも呼ぶ，以下

では，「目標製造原価」と呼ぶ）を設定する割付法（「控除法」とも呼ぶ。以下

では「控除法」と呼ぶ），もしくは許容原価と積上原価の両方で目標原価設定す

る統合法を採用している点である。第２に，中長期利益計画のなかで原価企画

の対象製品とその利益目標が決定される場合があるという点である。第３に，

開発上流の商品企画段階でマーケティング部門が 0 look VE を行っている場合

があるという点である。以上の 3 点について考慮されながら，原価企画が実践

されているときに，原価企画は利益管理の一環となるものと考えられる。そこ

で，原価企画の目的の推移をより一層明確するため，「目標製造原価」，「源流管

理」という二つの要素について，原価企画の目的の推移と比較しながら検討を

する。 

 

IV. 目標製造原価について 

 

 目標製造原価を設定する方法は様々な方法があるが，本章ではそのうち代表

的だと思われる「加算法」，「控除法」，「統合法」という三つの方法について検

討する。加登[1993]によると，中長期計画とリンクをさせ，目標コストを利益

計画から誘導する控除法は，希望販売価格から目標利益を差し引いたものを目

標原価とする方法であり，この点を考慮すれば，利益企画，つまり「利益の作

り込み」の思想にもとづくものであるという86。つまり，原価企画が「利益管理

                                            
85 伊藤[2008]，28頁。 
86 加登[1993]，121 頁。 
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目的」を重視する場合，市場要因を考慮した利益計画を目標コストに織り込む

「控除法」または「統合法」が重視される傾向となるはずである。 

 実態調査における目標製造原価の設定方法を図表 5-5 のように整理した。図

表 5-5からわかるように，全体割合から見れば，「加算法」＞「控除法」＞「統

合法」という順番で，「加算法」は一番高い割合を占め，どの成長期の製品にお

いても過半数をはるかに超えている。その次は，「控除法」であり，導入期の製

品，あるいは，成長期・成熟期の製品のいずれも 50%前後となっている。増減傾

向からみると，「加算法」はやや減少傾向が見え，「控除法」と「統合法」はや

や増加傾向が見られる。 

 上述のように，原価企画の目的を利益管理と認識する一つの大きな理由は，

目標製造原価が控除法で計算され，市場要因を考慮し，利益計画を織り込んで

いるためであると考えられるが，実態調査の結果では，加算法がより多く利用

されている。この結果は，原価企画の目的を利益管理目的と認識するのは不適

切である場合がありうるという一つの証拠になると考えられる。実務では，控

除法より加算法がおおく利用されている理由について，一つは，類似製品など

がなく，市場価格が入手できない製品は，控除法を利用できないからである。

他には，控除法のみで計算された目標製造原価を達成する難度が高く，加算法

を組み合わせることで，目標製造原価を実現できる範囲に定める必要があると

いう理由が考えられる。 

 

図表 5-5 目標製造原価の設定方法 

論文 調査年87 
導入期の製品 成長期・成熟期の製品 

控除法 加算法 統合法 控除法 加算法 統合法 

田中（他） 

[2014abcd] 

2000 41% 68% 32% 53% 70% 28% 

2004-2005 46% 83% 31% 55% 77% 27% 

2008-2009 54% 77% 31% 51% 71% 28% 

2012-2013 49% 56% 38% 62% 63% 30% 

           （出所）田中（他）[2014abcd]に基づき作成。 

 

 

                                            
87 2000年調査，2004-2005年調査，2008-2009年調査，の結果は，それぞれ，田中[2001ab]，

田中（他）[2007ab]，田中（他）[2010ab]によって紹介されているが，田中（他）[2014abcd]

でそれらの結果が集約されており，さらに，過去の調査の報告と田中（他）[2014abcd]

の報告の数値に小数点処理による誤差があるため，ここではすべて田中（他）[2014abcd]

での報告を参照して掲載することにした。 
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V. 源流管理について 

 

 岡本[1992]によると，源流管理とは量産体制以前の活動であるという88。

Fabrycky & Blanchard [1991]では，製品のライフサイクル・コストの確定と発

生を図表 5-6のように整理した89。 

図表 5-6 からわかるように，製品のライフサイクル・コストのおおよそ 80%

は，「商品企画・構想設計」と「詳細設計・開発」段階で決まってしまう。した

がって，徹底的な原価低減を図るために，製造段階に入る前のより源流段階に

おいて，製品原価を作り込むことが重要となる。原価企画は，この源流段階に

おいて原価の革新的な低減を図る重要な手段の一つであると指摘される90。なお，

源流管理に関して実務上の認識と実態はどのような状況になっているかを確認

するため，実態調査のデータを図表 5-7のように整理した。 

 

図表 5-6 ライフサイクル・コストの決定割合と実際の発生割合 

（出所：Fabrycky & Blanchard [1991],p.13より、一部修正） 

 

 

 

                                            
88 岡本（他）[2009]，227頁。 
89 Fabrycky & Blanchard [1991], p.13. 
90 田中・小林 [1995]，43頁。 
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図表 5-7 源流段階における原価の決定割合 

論文 調査年91 
原価の決定割合 

企画構想 設計試作 製造準備 量産段階 

田中（他） 

[2014abcd] 

1996 56% 81%(25%) 90%(9%) 100%(10%) 

2000 56% 83%(27%) 91%(8%) 100%(9%) 

2004-2005 60% 87%(27%) 96%(9%) 100%(4%) 

2008-2009 58% 84%(26%) 94%(10%) 100%(6%) 

2012-2013 55% 86%(31%) 95%(9%) 100%(5%) 

      （出所）田中[2014abcd]に基づき作成。 

 

 図表 5-7における実態調査の質問は，「各段階の原価の決定割合はいくら」で

あるかに関するものであり，実務上の源流段階における原価決定に対する重要

性の認識を示している。図表 5-7からわかるように，「企画構想」段階における

原価の決定割合が最も重要であると認識されている。これは，Fabrycky & 

Blanchard [1991]の指摘と一致している。 

 図表 5-8 における実態調査の質問は，①，②，④が「目標製造原価を設定す

る段階」，③が「どの段階まで遡っている」のか，⑤が「管理対象としている活

動の割合」について尋ねたものである。質問方法が異なるため図表 5-8 の実態

調査のトレンドの比較はできないが，いずれも源流管理の実務上の実践状況を

示す指標であると考えられる。調査結果を見ると，実務においては，企画段階

より，「開発・設計・試作段階」を中心として原価企画が実施されていることが

分かる。つまり，実務における原価決定の重要性の認識と，原価管理の実践状

況にはズレが生じているのである。すなわち，実務において企画段階が最も重

要であると認識されているものの，実際の原価企画活動は開発・設計・試作を

中心に実施されている。 

 

 

 

 

                                            
91 1996年調査，2000年調査，2004-2005年調査，2008-2009年調査，の結果は，それぞ

れ，田中（他）[1997]，田中[2001ab]，田中（他）[2007ab]，田中（他）[2010ab]によ

って紹介されているが，田中（他）[2014abcd]でそれらの結果が集約されており，さら

に，過去の調査の報告と田中（他）[2014abcd]の報告の数値に小数点処理による誤差が

あるため，ここではすべて田中（他）[2014abcd]での報告を参照して掲載することにし

た。 
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図表 5-8 源流段階における目標製造原価の決定段階 

論文 調査年 企画 開発 
設計 

試作 

製造準備 

以降 

①吉川[1990] 1988 45.3% 62.1% 12.4% 

②吉川[1992] 1990-1991 42.4% 37.9% 15.2% 

③ 神 戸 大 学 管 理 会 計 研 究 会

[1992abc] 
1991 33.9% 58.7% 7.3% - 

④森[1998] 1997 10.4% 33.3% 43.8% 8.3% 

⑤伊藤[2008] 2002 71.3% 88.9% 93.7% 90.9% 

（出所）吉川[1990]，吉川[1992]，神戸大学管理会計研究会[1992abc]，森[1998]，

伊藤[2008]に基づき作成。 

 

 第３章で述べたように，原価企画の目的を利益管理目的と認識する一つの理

由として，開発上流の商品企画段階でマーケティング部門が 0 look VE を行う

場合があること，すなわち，企画構想段階で原価の設計管理を行う場合がある

ということが挙げられていた。しかし，実務では，企画構想段階で原価の設計

管理が大事である事自体は認識しているが，実際に原価管理は，その後の開発・

設計・試作段階を中心に行われている。その理由として，企画段階における原

価管理が，すべての企業に向いているわけではないということが推察される。

あるいは，企業が扱う製品の特性などによっては，企画段階で原価管理活動を

行う必要性が低い場合も考えられる。そのため，原価企画の目的を利益管理目

的と認識することが不適切な場合もあるものと考えられる。 

 

VI. 小括 

 

 本章では，原価企画の目的について，研究者の見解と実務の認識を分けて検

討した。本章の限界としては，実務の認識を確認するために，複数の実態調査

の結果をレビューしたが，調査主体ごとに同一の項目について，質問の方法な

どが異なっているため，各調査についての比較や解釈には慎重にならざるを得

ないということが挙げられる。この点については注意が必要であるが，次のよ

うな点も明らかとなった。すなわち，本章における検討の結果，研究者による
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文献と実態調査のいずれも，原価管理目的のほうが，重視されていることが分

かった。すなわち，実務家と研究者が考えている原価企画の根本は原価管理目

的にあるといえる。もちろん，筆者は，原価企画の目的の多様性を認めている。

利益管理目的の存在や意義について否定はしない。とはいえ，本章による検討

から明らかにされたように，原価企画の根本的な目的は，原価管理目的である

と考えるべきであろう。原価企画活動は，原価管理目的だけでも実践されうる。

利益管理目的は，あくまで原価企画の副次的な目的観であり，原価企画の機能

をより向上させるため，原価企画の根本的な目的である原価管理目的に加えて，

他の要素について追加的に検討することによって，具備される目的観であると

考えられる。その意味で，利益管理目的は，あらゆる原価企画の実践において，

常に意識される目的観であるとは言えない。 

 原価企画の目的のトレンドの変化について，研究者による文献上，利益管理

目的が重視されるようになり，実態調査上，原価管理目的が重視されるように

なっている。すなわち，実務家と研究者が考えている原価企画の間にギャップ

が生じている。このギャップは，利益管理を目的とした原価企画の実践が，よ

り洗練された原価企画として研究者に認識されているものと考えられている一

方で，実際の企業の実務において，利益管理目的は必須の目的観とまでは認識

されていないことから生じているものと考えられる。近年の研究者による文献

は，原価企画の目的観について，利益管理目的を強調しすぎているものと考え

られる。もちろん，利益管理目的を備えた原価企画も実践されており，それら

の実践が，より洗練されたものであるとしても，原価企画の根本的な目的観と

しての原価管理目的について軽視すべきではないという視点も，学術上重要で

あると考えられる。 
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第６章 中国における原価企画の展開 

 

 

I. はじめに 

 

 原価企画は，1960年代に開発された日本独自の戦略的原価管理手法として，

海外においても高く評価されている。 

特に中国に注目すると，中国企業の原価企画の採用率は，南京大学会计学系

课题组[2001]の調査によると 51.4%で，Chow, et al.[2007]によると 64.2%であ

る。両者の結果は若干異なるが，いずれにしても，原価企画の中国における採

用率は半数以上となっており，原価企画は中国企業における実務でも注目され

ていることがわかる。また，この 20 年間にわたり原価企画に関する論文は 200

編以上公表されており，学術研究としても，原価企画は注目を集めている。 

 しかし，加登[1993, 1997]などによると，原価企画の海外普及は非常に難し

く，多くの問題を抱えているという92。このような指摘がされているなかで，中

国では，学術上，原価企画がどのように検討されているのであろうか。そこで，

この点について検討するため，本章では，まず，中国における学術上の成果に

ついて整理しようと試みる。中国の学術論文で検討された原価企画は，日本で

検討されている原価企画と相違点があるのかどうか，また，相違点がある場合，

どのような点でどの程度異なっているのかについて明らかにしたい。すなわち，

中国での原価企画研究がどのように展開されているのかを整理したうえで，日

本の原価企画研究との比較分析を行うことにより，中国独自の原価企画に関す

る評価や，原価企画研究の特徴などを明らかにする。 

 実際に，近年，中国では，原価企画に関する研究は増加しているが，中国の

原価企画研究の展開を総合的に検討する研究はまだ少ない。中国における原価

企画の展開を整理することは，今後の中国における原価企画研究に新たな研究

の方向性や課題などを提供できる可能性があり，また，日本における原価企画

の国際移転研究の観点からも，意義のある成果をもたらすものと考える。 

 

 

                                            
92 加登[1993]，236-250頁；加登[1997]，31頁。 
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II. 先行研究と研究方法 

 

 田坂[2008]によると，欧米において原価企画の研究が注目を集めるようにな

った契機は，日本人研究者による英文文献が欧米に紹介されるようになってか

らである93。その後の欧米における原価企画の理解等について検討するため，田

坂[2008]では，欧米における主要な先行研究に焦点を当てて文献サーベイを実

施している94。 

 その結果として，欧米では，戦略的管理会計の代表的手法ともいえる ABC 等

を原価企画へ組み込むといった研究が進展した一方，原価企画の根底にある管

理工学的ツールへの関心は低かったことなどが明らかにされている。 

 本章では，このような田坂[2008]の研究アプローチを参考にして，中国にお

いて，学術上，原価企画がどのように検討されているのかを明らかにしたい。

そこで，CNKI（中国学術文献データベース）を利用して得られた，中国におけ

る原価企画に関する研究論文に焦点を当てて分析することを通じ，中国におけ

る原価企画研究の展開を整理していきたい。 

 中国では，学術研究上，原価企画のことを「目標成本法」（目标成本法）ある

いは「成本企画」（成本企划）と呼んでいる。CNKIで，「目標成本法」（目标成本

法）あるいは「成本企画」（成本企划）という語彙をタイトルに含む論文を検索

すると，最初の論文は 1996年に発表されている。その後，2016 年の 7月までの

20 年間に，「目標成本法」をタイトルに含む論文数は 141 編あり，「成本企画」

をタイトルに含む論文数は 64 編ある。そのうち，3 編の論文は両方の語彙を含

んでいるため，重複する論文を除き 202 編の論文を分析対象とする95。202 編の

論文リストは巻末に掲載している付録 2の通りとなっている。 

 本章では，この202編の論文を検討することを通じて，中国における原価企画

研究の現状，および，この20年間の原価企画研究の注目点の変化等を示すとと

もに，日本の原価企画研究がどのような影響を与え，解釈されているのかにつ

いても明らかにしたい。 

 

 

                                            
93 田坂[2008]，1頁。 
94 田坂[2008]，2頁。 
95 CiNiiでの検索文献については，2016年 7月 30日時点のものである。 
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1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

目標成本原価 0 2 4 0 2 2 1 1 3 3 6 6 3 7 6 8 5 12 15 32 14

成本企画 1 0 0 1 0 0 3 3 5 8 5 11 5 6 5 4 4 3 0 2 0

目標成本原価 ＋成本企画 1 2 4 1 2 2 4 4 8 11 11 18 8 13 11 13 9 16 15 34 15
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III. 中国における原価企画の名称（翻訳）について 

 

 原価企画は，中国では，「目標成本法」（目标成本法）あるいは「成本企画」（成

本企划）と呼ばれている。この二つの名称の意味から，「目標成本法」は英語の

「target costing」から翻訳され，「成本企画」は日本語の「原価企画」から翻

訳されていることが推測できる。 

 CNKIで検索した 202編の論文のタイトルで使用されている語彙を，「目標成本

法」か「成本企画」で区別して整理すると，図表 6-1ようになる。 

 このような現象が生じている背景には，2000 年代前半までの中国の初期の原

価企画研究が，日本の原価企画の紹介に力点が置かれており，日本からの影響

を大きく受けていた一方で，2000 年代以降は，アメリカの研究者からの影響を

より大きく受けるようになったからだと推察される。 

 

IV. 中国の原価企画研究への影響要因 

 

1. 陳氏の影響 

 202編の論文の中で，最初の論文は，陳（陈）[1996]の「成本企划的思想与方

法概述」（「原価企画の思考と方法」）である。 

 

図表 6-1 中国における原価企画の名称 
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 この論文では，原価企画を「成本企画」と訳し，日本会計研究学会原価企画

特別委員会が 1994 年に提示した原価企画の定義を引用したうえで，原価企画を

総合的利益管理活動として紹介している。また，原価企画の基本の考え方を，「源

流管理」と「原価の作り込み」であると整理した。さらに，原価企画の方法と

して，源流段階の目標原価の設定方法，細分割付の方法，および，目標原価を

達成しないと製造段階に入れないという点などについて簡単に紹介している。 

 また，陳氏は，陳[1996]以外に，陳[1997a, 1997b, 1998]など多くの研究成

果を公表しており，202 編の論文の参考文献を確認すると，陳氏の文献は 28 編

の論文で引用され，著者別で最も多く引用されている。 

 さらに，陳氏は，1998 年に，西村[1995]を中国語に翻訳しており，この文献

も多くの論文で引用されている。 

 上述の通り，陳氏は，中国における原価企画研究の先駆者として，中国にお

ける原価企画研究の展開に多大な影響を与えている。 

 

2. 日本文献からの影響 

 202編の論文の参考文献に掲載されていた日本語の文献は，以下の図表 6-2の

ようになっている96。 

 図表 6-2 から，西村明氏の文献（西村[1995, 1988]）の影響が最も大きいこ

とがわかる。その大きな理由は，中国語に訳されているということである（陳

訳[1998]; 王訳[1992]）。次に掲載回数が多いのは，加登[1993]である。これは，

台湾の研究者によって中国語に訳されているため（邱監訳[1995]），引用する人

が多い。また，日本会計研究学会[1994, 1996]は，中国における学術論文の参

考文献リストからは省略されていることが多く，そのために図表 6-2 のランキ

ングの上位に入っていないが，論文本文の記述を読み込むと，少なくとも７編

の論文で日本会計研究学会[1994, 1996]における原価企画の定義について明示

的に言及されている。また明示的な言及がされていなくても，多くの論文の原

価企画の定義を確認すると，それらは日本会計研究学会[1994, 1996]の定義を

利用したものであると考えられる。そのため，日本会計研究学会[1994, 1996]

の影響は大きなものであると考えられる。しかし前述の通り，日本会計研究学 

                                            
96 中国における論文の体裁の特徴として，残念ながら，掲載すべき文献を参考文献に

あげていないものや，参考文献リストそのものが省略されているものなどが散見されて

いる。そのため，本章では，基本的に参考文献リストを中心に検討を進めつつ，本文の

内容も確認した上で，分析を行っている。 
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図表 6-2 参考文献に掲載された日本語文献 

論文 掲載回数 

※西村[1995] 5 

※西村[1988] 3 

※加登[1993] 2 

清水[1992]，水野・赤尾[1978]，大藤[1996]，日本会計研究学会

[1996]，神戸大学管理会計研究会[1992a]，谷[2009]，田中（雅）

[1995]，門田[1993，1994] 

1 

        注）「※」が付いている論文は，中国語訳にされている。 

 

会[1994, 1996]の定義は，陳氏の一連の論文で紹介されているため，この原価

企画の定義の部分に関しては，陳氏による中国語訳が示されている状況に等し

い。 

以上の通り，中国における原価企画研究は，実際のところ言語的な制約を受

けており，中国語訳のある日本語文献から大きな影響を受けていることがわか

る。 

 

3. 英語文献からの影響 

 202編の論文の参考文献を整理すると，原価企画に関する英語文献には，２種

類がある。 

一つは，日本人の研究者が英語で発表した論文である。参考文献リストで掲

載された日本人の研究者が英語で発表した論文は，Hiromoto[1991]と Kato & 

Chow[1995]が一回ずつ見られたのみである。しかし，中国語の翻訳がある西村

[1995]，西村[1988]，陳氏による中国語での解説がある日本会計研究学会[1994, 

1996]などの中国語に翻訳された日本文献の被引用回数の総数と比較すると，日

本人研究者による英語論文の被引用回数の総数はかなり少なく，中国語の翻訳

文献の影響力の大きさが見てとれる。 

 もう一つは，日本人研究者以外による英語文献である。例えば，Kaplan & 

Cooper[1997]，Cooper & Slagmulder[1999, 2004]などがある。ただし，Kaplan 

& Cooper[1997]は原価企画それ自体の理解や解釈に関する影響というよりも，

原価企画と ABM（Activity Based Management；活動基準原価管理）を統合させ

るといった研究の形成に影響を及ぼしている。同様に， Cooper & 

Slagmulder[1999, 2004]は，原価企画と SCM（Supply Chain Management；サプ

ライチェーンマネジメント）を統合させるという研究の形成に影響を及ぼして
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いる（本章では，このようなタイプの研究を「統合研究」と呼び，その詳細に

ついては次の節で後述する）。 

 上述の通り，中国における原価企画研究に対しては，日本文献からの影響が

一番大きい。なかでも，日本会計研究学会[1994, 1996]の影響が大きい。この

点については，前述の通り，陳氏による間接的な影響が大きい。次に，中国語

に翻訳された日本文献の影響力が大きい。これらと比べると，日本語で発表さ

れたものの影響力は小さい。一方，日本人研究者以外の英語文献は，中国にお

ける原価企画の研究アプローチの形成に大きな影響を与えており，結果として，

中国の原価企画研究は統合研究の方向に進み始めた。 

 

V. 中国における原価企画研究の展開 

 

1. 中国における原価企画研究の類型 

 加登（他）[2010]では，先行研究の文献サーベイをする際に，管理会計研究

方法を，「規範的研究」，「ケース/フィールド」，「サーベイ（実証/実態調査）」，

「アーカイバル」，「文献レビュー」，「分析的研究」，「シミューレション等」，「シ

ステム構築」，「複数の方法」，「史料研究」，「実験」という 11種類に分類してい

る97。 

 

図表 6-3 中国における原価企画研究の研究類型 

注）表中（）内の数字は論文数を表している。また，そのうち２編は，「統合研

究」と「業種別導入提案研究」の両方にカウントされている。 

                                            
97 加登（他）[2010]，14頁。 

 研究方法 分析対象 本章での研究類型 

中国における 

原価企画研究 

（202） 

規範的研究 

（197） 

原価企画の 

一般的概念・特徴 

紹介研究 

（89）[44%] 

原価企画と 

中国の特定業界との関連性 

業界別導入提案研究 

（62）[30%] 

原価企画と 

他の管理会計手法との関連性 

統合研究 

（48）[24%] 

ケース/フィールド 

(5) 

原価企画の 

特定企業における運用状況 

ケース研究 

（5）[2%] 
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 本章では，上述の管理会計研究方法の分類に従い，中国における原価企画研

究の 202編の論文を「規範的研究」と「ケース/フィールド」の２種類の研究に

大きく区分した。その結果，「ケース/フィールド」に属する論文は，わずか５

編であり，残りの 197編は全部「規範的研究」に属するものとなる。また，197

編の「規範的研究」を，論文の分析対象に従って，さらに細かく分類した。そ

の結果，197編の「規範的研究」は，原価企画の一般的概念・特徴を分析対象と

している「紹介研究」，原価企画と中国の特定業界との関連性を分析対象として

いる「業界別導入提案研究」，原価企画と他の管理会計手法との関連性を分析対

象としている「統合研究」の３種類に分けることができる。なお，５編の「ケ

ース/フィールド」に属する論文は，いずれも原価企画の特定企業における運用

状況を分析対象としている「ケース研究」である。以上のような本章における

原価企画研究の類型に基づいて分類すると，図表 6-3 のようになる。この４つ

の研究類型に基づくと，「紹介研究」が一番多く，以下，「業種別導入提案研究」，

「統合研究」，「ケース研究」の順となっている。 

 

図表 6-4 中国における原価企画研究の４類型の割合の推移 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1996

1998

2000

2002

2004

2006

2008

2010

2012

2014

2016

紹介研究 業種別導入提案研究 統合研究 ケース研究 
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 このような４つの研究類型に分類することで，より一層中国における原価企

画研究の注目点の変化を明らかにすることができるものと考えられる。年代ご

とに，４つの研究類型の割合の推移をまとめたものが図表 6-4 である。ここか

らわかるように，1996年から 2016年の 20年間にわたり，「紹介研究」のが占め

る割合は大きい一方で，近年では，その相対的な割合が減少してきている。「業

種別提案研究」は，2000年に登場して以降，一定程度の割合を占め続けており，

近年，その割合は徐々に増えてきている。また，「統合研究」は，2002年から登

場し，2012年までの 10年間にわたって，かなりの割合を占めていたが，近年は

減少傾向にある。加えて，「ケース研究」は，近年に，わずかに公表されるよう

になった。 

 これからは，この４つの研究類型をそれぞれ検討する上で，中国における原

価企画研究の研究動向を明らかにしていくこととしたい。 

 

2. 各研究類型の検討 

（１）紹介研究 

  本章では，「紹介研究」を，日本で有効に機能している原価企画という実務を

中国に紹介することを目的としている論文と定義している。「紹介研究」の主眼

は日本の原価企画を紹介することにあるが，各著者が原価企画の一般的概念と

特徴の説明をしつつも，中国の事情を反映させたうえで，中国特有の評価など

をしている。すなわち，日本における原価企画に対する理解を踏まえつつ，中

国では，どのように理解すれば中国においても原価企画を受け入れられるのか，

あるいは，どのような課題があるのかなどについて検討がされている。以下で

は，これらの点に基づいて，紹介研究論文の特徴を説明する。 

 原価企画を「利益管理目的」として，明確に定義する論文は 26編あるが，そ

のほとんどが，日本会計研究学会が定めた原価企画の定義の影響を受けて，「総

合的利益管理」と表現している。この背景には，日本会計研究学会の原価企画

の定義を紹介した陳氏の一連の論文が与えた影響もある。 

 原価企画の具体的な内容について，中国では，主に「市場志向」，「源流管理」，

「組織横断的チームワーク」，「サプライヤーとの連携」，「業績評価」という五

つの側面から紹介している。以下では，中国において，原価企画が，どのよう

に評価され，解釈されているのかについて確認するため，原価企画の五つの側

面に焦点を当てて，代表的な見解を整理する。 
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 「市場志向」については，中国では計画経済制度の下に，国営企業という企

業形式が多いため，軽視される傾向が強かったが，海外企業が中国に進出する

ようになり，また特に 2001年から中国が WTOに加盟したことも影響して，中国

市場の競争が一層激しくなるにつれて，徐々に重視されるようになった。この

ような中国の事情を踏まえて，「原価企画」が「市場志向」を考慮しているとい

う点が，特に評価されている98。 

 「源流管理」については，製品の開発設計段階で，原価を作り込むという考

え方が非常に高く評価されている。その理由は，主に二つある。一つは，日本

と同じように，原価削減の効果があるという点である。もう一つは，品質の管

理についてである99。伝統的原価管理方法によると，原価削減タスクは製造段階

で実施されるため，このタスクを達成するために，製造段階で製品の品質を犠

牲にすることがある。しかし，中国での原価企画研究では，源流段階で製品の

原価を事前に作り込むことによって，製造段階での原価削減のプレッシャーを

小さくすることができ，それによって，製造段階で品質を犠牲にすることを防

ぐことができるという点で，源流管理を高く評価するという傾向が見られる。 

 「組織横断的チームワーク」についての評価は，分かれている。組織横断的

チームを作ることで，製品の開発設計担当者は，他の部門から多くの情報を得

ることができるようになる。ただしその一方で，組織横断的チームのメンバー

には，通常の部署の上司と，横断チームの上司という二人の上司がいることに

なり，組織管理に障害が生じる恐れがあるということが盛んに議論されている100。

さらに，組織横断的チーム以外のメンバーの参加意識が高まらない恐れがある

と議論されている。これらは，責任と権限の明確化，すなわち权责分明（権責

分明）が強調される中国の企業組織の考え方が背景にあるものと考えられる。 

 「サプライヤーとの連携」については，サプライヤーと連携することで，製

品の機能や原価削減などをより効果的に実現する可能性が高まる一方で，企業

秘密の漏洩などの恐れがあることが指摘されている。そのため，一部の論者に

よれば，日本のように長期的にサプライヤーと契約するような方向を目指し，

企業間関係を構築することを検討すべきであるという議論もされている101。 

 「業績評価」に関しては，原価企画を導入する際に，リーダーシップと責任

                                            
98 顾[2001]，pp.122-123；吴・张[2004]，p.50。 
99 周[2003]，pp.26-27；周・李[2004], pp.28-29。 
100 董[2013]，p.18；周・李[2004]，p.28。 
101 董[2005]，p.48；周[2003]，p.28。 
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の所在を明確にすることの重要性が検討されている102。全体の 3割弱の論文の中

で「業績評価」について言及されている。ここでは，原価企画のプロセスのな

かに，業績評価の仕組みを明確に組み込むべきであるという考え方が示される。

例えば，割り当てられた目標原価の達成に関する責任者を明確にして，その状

況を評価するとともに，それらを報酬システムと連動すべきであるといった考

え方である。これらも，权责分明（中国語）の考え方が浸透している中国の特

徴が表れたものだと考えられ，この点については，日本における原価企画の考

え方とは異なっている。 

 

（２）業種別導入提案研究 

  本章では，「業種別導入提案研究」を，各業種の特徴を勘案して，原価企画を

導入する具体的な手続きや手順などについて提案する研究であると定義してい

る。この類型の論文は計 62編あるが，初めて登場した論文は，贺[2000]であり，

原価企画を造船業界に導入することを提案したものであった。その後，典型的

な自動車業などを対象とした導入提案研究も６編ほど公表されているが，その

他には，建設業，病院業，不動産業，発電業，小売業，ホテル業，国営企業な

どの各業界に導入する方法など，幅広い非製造業に関連する導入提案がなされ

ている。しかし，これらの全ての論文は，実際の企業の事例に基づく研究では

なく，中国における対象業界の普遍的な特徴を前提とした一般的かつ規範的な

提案となっているにすぎない。その点で，検証されるべき課題が多数残されて

いる。一方で，日本では，近年，製造業以外の業種への原価企画の導入研究が

注目を集めているが，これらの多くは，製造業以外の実際の企業における実務

をベースにした事例研究となっている（木下[2006，2011]；宍戸[2004]；妹尾・

福島[2012]；田坂[2010]；宮本[2004，2006]など）。 

 

（３）統合研究 

 本章では，「統合研究」を，原価企画と他の管理会計方法の統合研究と定義し

ている。 

 この統合研究の論文は，計 48 編ある。この 48 編の論文を内容によってさら

に細分類すると，大きく４種類に分けられる。「原価企画＋ABM」が 23 編，「原

価企画＋SCM」が８編，「原価企画＋ABM＋SCM」が７編，「その他」が 11 編であ

                                            
102 苏[2013]，pp.67-68；张[2002]，p.59。 
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る。合わせて 49 編であり，うち１編は「原価企画＋ABM」と「原価企画＋SCM」

の両方にカウントしたものである。 

 時系列で見ると，「統合研究」は 2002 年から登場し，その後，数年間は増加

傾向が見られたが，近年になってから徐々に減少している。 

 細分類に注目すると，「原価企画＋ABM」の論文数が一番多く，2004 年から検

討が始まっている。その多くの論文では，Kaplan & Cooper[1997]において，原

価企画と ABM を組み合わせることを検討していたことについて言及しており，

その影響が大きい。日本でも，「原価企画＋ABM」の研究として田坂[2002, 2007]

などがある。原価企画における間接費の扱いを明確にするため，これらの論文

では，直接費だけではなく，間接費までも含んで，原価を源流段階でより正確

に計算することが議論されている。 

 「原価企画＋SCM」の論文が登場したのは，2002 年である。これらの論文は，

Cooper & Slagmulder [1999, 2004]などの英語文献による影響が大きい。同様

の日本の研究には窪田[2012]などがある。窪田[2012]によると，組織間コスト・

マネジメントは，当初，日本企業のサプライヤーとバイヤーの関係にみられる

原価企画の技法として理解されていたという。しかし現在，多くの研究は，組

織間コントロールと関連づけて議論されている。これによると，原価企画にと

って非常に重要なサプライヤーとの関連は，日本企業にとっては当たり前のこ

とであるが，中国にとっては原価企画導入の大きな課題であり，この問題を克

服するため，原価企画と SCM との統合研究を通じて，サプライヤーとの関係構

築を検討することで，原価企画を導入しやすくすることを目指しているものと

考えられる。 

 「原価企画＋ABM＋SCM」の論文は，原価企画や ABM などの原価管理方法を，

サプライチェーンやバリューチェーンのなかに組み込もうとする統合研究であ

る。主に，サプライチェーンを主軸において各原価管理方法を位置付け，整理

することで，各原価管理方法の全体像を明らかにしようとするものである。こ

れらの研究では，ほぼ中国語の文献だけが引用されており，中国独自の統合研

究として展開しているものと考えられる。 

 このように，「統合研究」の論文は，各管理会計方法の理論をベースに，研究

者たちが，各管理会計方法を組み合わせることで，より発展的かつ総合的な管

理会計方法を構築しようとするものであり，理念的な提案を提示しているもの

となっている。しかし，残念ながら，このタイプの研究論文では，実際の実務
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の内容については一切触れられておらず，その意味で，規範的研究に属するも

のとなっている。 

 

（４）ケース研究 

 本章では，「ケース研究」を，企業の実務をベースに，原価企画を企業に導入

した後の状況について検討している論文であると定義している。202編の原価企

画論文の中では，わずかに５編しかない。５編の論文においては，源流段階で

原価を低減させたという事実の概要を紹介しているのみで，その具体的な内容

や実施プロセスの詳細についてはほとんど説明されていない。 

 以上から，中国における原価企画の研究は，まだ理念的な紹介研究などが多

く，実務の具体的事例を扱った研究はそれほどなされていないことが分かる。 

 

VI. 小括 

 

 中国における原価企画に関する研究は，90 年代半ばから始まり，徐々に注目

されるようになっている。特に，この数年のあいだに，急増していることがわ

かる。そして，紹介されている原価企画の具体的な内容の理解については，日

本の原価企画研究の影響を受けているため，ほぼ相違はないが，中国の事情を

考慮した興味深い評価や解釈がなされている。特に，源流管理に対する解釈や，

業績評価に対する見方など，日本の原価企画ではあまり検討されていないよう

な論点が提示されている。 

 さらに，中国における原価企画研究の研究アプローチについては，「紹介研究」

以外に，「統合研究」が非常に多いことを示すことができた。このように，中国

の商慣行を考慮した SCM との統合研究，間接費の扱い方を明確するための ABM

との統合研究などが良く検討されている。その理由としては，日本の企業文化

や組織間関係などと，中国のそれらとの相違の影響が大きいということが考え

られる。このように，本章において整理・検討をしてきたような，中国での原

価企画に関する理解や解釈を踏まえたうえで，原価企画の国際移転を検討して

いく必要がある。 

 中国における原価企画研究のほとんどは，理念的な研究となっており，実務

を直接扱った研究は非常に少ない。そのため，具体的な実務事例の状況や課題

などについては，ほとんど明らかになっていない。中国の原価企画研究は，今
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後，具体的な実務に焦点を当てた，実態調査や事例研究などを増やしていく事

が期待される。 

 本章では，中国における原価企画の学術上の展開を明らかにするため，CNKI

に掲載された 202 編の論文を分析対象として検討を進めてきた。今後，より一

層中国における原価企画研究の状況を明らかにするため，分析対象を研究書や

啓蒙書などに広げる必要がある。また，中国におけるほとんどの研究は，実務

とは離れた，理念的，概念的な検討が中心となっているという限界も見られた。

そのため，実態調査や事例研究などを通じて，実際の中国企業の原価企画実務

を具体的な内容に踏み込んで検討していく必要もある。加えて，本章での検討

により明らかになったように，中国において統合研究が多いという点は，欧米

の先行研究を検討した田坂[2008]の結論とも整合している。しかしながら，本

稿では，欧米の先行研究を検討対象としておらず，今後は，欧米の研究を含め

た比較研究を進める必要がある。これらについては今後の課題としたい。 
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第７章 本論文の要約と結論 

 

 

 本論文の目的は，（１）日本で開発された原価企画について，発祥の地である

日本の原価企画研究をもとに，多様に存在している原価企画の定義，目的と体

系の概念整理を行い，一つのフレームワークを提示すること，および，（２）中

国の原価企画研究をもとに，これまでの中国における原価企画の展開と現状を

整理することによって，中国における原価企画研究の今後の課題を明らかにす

ることである。 

 目的（１）を達成するため，第２〜５章において，原価企画の多様性につい

て原価企画の定義，目的と体系の三つの側面から検討してみた。 

 第２章では，原価企画の定義の多様性という側面から，日本の原価企画研究

における原価企画の定義について再検討を行った。具体的な検討を通じて，原

価企画は，どのような原価企画実践においても，備えるべき共通の要素（すな

わち，「必須要素」）と，ある特定の原価企画実践において備えることで有益と

なる要素（すなわち，「追加的要素」）の二つの部分から構築されるという仮説

を提示した。さらに，この章では，「何をすれば原価企画を導入したと言えるの

か」という判断基準を明確するために，どのような原価企画実践においても，

備えるべき共通の要素で構成された原価企画の定義を提示することを目的とし

た。この目的を達成するため，日本の原価企画研究における 106 個の原価企画

の定義の検討を通じて，原価企画の定義にとっての必須要素は，源流管理，目

標原価の達成，原価の引下げであるということを確認した。この三つの必須要

素で組み立てられた原価企画の定義は，「何をすれば原価企画を導入したと言え

るのか」という判断基準を示すことができると考えられる。すなわち，この判

断基準の見地からは，原価企画とは，「目標原価を達成するために，源流段階に

おいて，原価を引き下げる活動である」と明確に表現できる。 

 第３章では，原価企画の体系の多様性という側面から，日本の原価企画研究

における原価企画の体系について再検討を行った。第 2章では，原価企画は「必

須要素」と「追加的要素」の二つの部分から構築されていると仮説を提示して

いた。この章では，テキストマイニングといったテキストデータを統計的に分

析する手法等も用いながら，より客観的な方法で原価企画の定義について再検

討したうえ，原価企画の体系の仮説について再検証した。 
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 ここでいう原価企画の「基本モデル」は，源流段階における原価管理活動で

あると指摘できる。そもそも，原価企画は，トヨタ自動車が 1961 年に発売した

パブリカを開発する際に，非実現的な目標価格・目標原価を実現するため，独

自に構築した日本の管理会計手法であると言われている。原価企画の「基本モ

デル」に該当する内容は，原価企画が開発された当時から今まで変わらず，原

価企画にとって重要なものであり続けているといえる。 

 すなわち，どのような実態の原価企画にとっても，「源流段階」と「原価管理

活動」という二つの要素は必須の要素である。この二つの要素のうち一つでも

欠けると，原価企画とは言えなくなる。 

 また，原価企画の「追加的要素」に関しては，環境や時代によって異なるが，

この章での分析によると，近年，「利益管理」，「市場志向」，「ライフサイクル・

コスト」，「原価企画のチームワーク」，「サプライヤーとの連携」などの要素が

重視されるようになったことが確認できた。 

 これらの要素は，いずれも原価企画にとって非常に重要な要素であるが，あ

くまで企業を取り巻く状況により，必要に応じて組み込まれるものであり，こ

れらの「追加的要素」のすべてを，常にすべての企業が組み込んでいる必要は

ない。 

 第４章では，日本における原価企画に関するケース研究にもとづいて，原価

企画の構成要素について再検討を行った。分析によると，原価企画の各構成要

素の水準が，原価企画が導入された初期段階，または，その後の発展段階によ

って，変化すると考えられる。 

  ケース研究で紹介された 24 社の企業は，すべて原価企画の導入の成功例と

して取り上げられている。また，紹介された時点では，24 社の企業は，ほとん

ど発展段階に入っている。しかし，それらの企業でも，原価企画の導入初期段

階では，原価企画の各構成要素の基礎レベルから始まるケースが複数見られて

いる。全ての企業が，これらの各構成要素を，導入時点に高水準のレベル（拡

張レベル）で，組み込もうとする必要はない。 

  実施主体や実施対象を全社・全製品に導入し，各構成要素を高水準のレベル

で導入しようとしても，うまくいかない複数事例がみられた。実施主体や実施

対象を部分的に限定し，各構成要素については基礎レベルから導入し，原価企

画の知識や経験を蓄積させることを通じて，主体や対象を拡大し，各構成要素

を拡張レベルに展開することで，原価企画活動を発展させる方法もありうる。
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この点については，第２章と第３章で説明したような，必須要素と追加的要素

により構成される原価企画の体系の考え方と一致している。 

 第５章では，原価企画の目的の多様性という側面から，日本の原価企画研究

における原価企画の目的観の推移について検討を行った。原価企画に関する実

態調査のデータにもとづいて，実務上における原価企画の目的について検討し

た。その結果，研究者による文献と実態調査のいずれも，原価管理目的のほう

が，重視されていることが分かった。すなわち，実務家と研究者が考えている

原価企画の根本は原価管理目的にあるといえる。もちろん，筆者は，原価企画

の目的の多様性を認めている。利益管理目的の存在や意義について否定はしな

い。とはいえ，ここでの検討から明らかにされたように，原価企画の根本的な

目的は，原価管理目的であると考えるべきであろう。原価企画活動は，原価管

理目的だけでも実践されうる。利益管理目的は，あくまで原価企画の副次的な

目的観であり，原価企画の機能をより向上させるため，原価企画の根本的な目

的である原価管理目的に加えて，他の要素について追加的に検討することによ

って，具備される目的観であると考えられる。その意味で，利益管理目的は，

あらゆる原価企画の実践において，常に意識される目的観であるとは言えない。 

 原価企画の目的のトレンドの変化について，研究者による文献上では，利益

管理目的が重視されるようになり，実態調査上，つまり企業においては原価管

理目的が重視されるようになっている。すなわち，実務家と研究者が考えてい

る原価企画の間にギャップが生じている。このギャップは，利益管理を目的と

した原価企画の実践が，より洗練された原価企画として研究者に認識されてい

るものと考えられている一方で，実際の企業の実務において，利益管理目的は

必須の目的観とまでは認識されていないことから生じているものと考えられる。

近年の研究者による文献は，原価企画の目的観について，利益管理目的を強調

しすぎているものと考えられる。もちろん，利益管理目的を備えた原価企画も

実践されており，それらの実践が，より洗練されたものであるとしても，原価

企画の根本的な目的観としての原価管理目的について軽視すべきではないとい

う視点も，学術上重要であると考えられる。これらの点をより丁寧に整理した

原価企画の体系が，実務家，特に原価企画を知らない実務家にとってわかりや

すい，より精緻な体系であると言えよう。 

 次に，本章冒頭で記した目的（２）を達成するため，第２〜５章を基づいて，

第６章において，中国における原価企画研究の展開について検討を行った。 
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 第６章では，200 編を超える原価企画に関する学術論文に基づいて，中国の原

価企画研究のこれまでの展開と現状について検討した。その検討結果によると，

中国における原価企画に関する研究は，90 年代半ばから始まり，近年では，中

国でも盛んに研究されるようになっている。そこで提示されている原価企画の

体系の具体的な内容については，日本会計研究学会[1996]の影響を強く受けて

いるため，その内容とほぼ相違はなく，中国の研究においては，日本のように

原価企画の体系に関する多様性は存在していない。その一方で，中国の事情を

考慮した興味深い評価や解釈がなされている。特に，源流管理に対する解釈や，

業績評価に対する見方など，日本の原価企画ではあまり検討されていないよう

な論点が提示されている。 

 さらに，中国における原価企画研究の研究アプローチについては，「紹介研究」

以外に，「統合研究」が非常に多いことを確認することができた。例えば，中国

の商慣行を考慮した SCM との統合研究，間接費の扱い方を明確するための ABM

との統合研究などが良く検討されている。その理由としては，日本の企業文化

や組織間関係などと，中国のそれらとの相違の影響が大きいということが考え

られる。このように，ここで整理・検討をしてきたような，中国での原価企画

に関する理解や解釈を踏まえたうえで，原価企画の国際移転を検討していく必

要がある。 

 上述のように，第２〜５章を通じて，原価企画の多様性について原価企画の

定義，目的と体系の三つの側面から検討し，日本の原価企画研究に基づいて，

学術上と実務上の両方において，原価企画のフレームワークを「基本モデル」

と「追加的要素」の二つの部分に整理・検討した。このような整理の仕方によ

り，原価企画の基本モデルを明確にすることで，原価企画のより整理された精

緻な体系を示すことができ，原価企画に対する誤解などが僅かではあるが，緩

和できるものと考えられる。また，中国の原価企画研究は，日本会計研究学会

[1996]で提示した原価企画の定義に強く影響を受けているため，中国の原価企

画の定義は日本のような多様性がなく，非常に統一されている。そのため，中

国の原価企画研究に対して，日本の原価企画研究と同じような整理方法をとる

ことはできない。そこで，本論文では，中国での原価企画研究がどのように展

開されているのかを整理した。その結果，日本の原価企画研究にはない，中国

独自の原価企画に関する評価や，原価企画研究の特徴などを明らかにすること

ができた。このことを通じて，今後の中国における原価企画研究に新たな研究
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の方向性や課題なども提示することができた。以上の検討を通じて，本書の目

的はおおむね達成できたものと考えられる。 

 なお，本論文にもいくつかの限界はあるが，主要な限界は方法論によるもの

である。本論文は主に文献研究に基づいて研究を行っている。このため，本論

文の結論について，実務に基づく直接的な実証を行っていない。特に，中国の

原価企画研究は実態調査やケース研究が非常に少ないため，文献研究による方

法では，日本の実務における原価企画との比較ができない。今後，本論文の結

論を直接的なケース研究や実態調査を通じて，特に，中国企業で導入された原

価企画の実務に注目して，検証する必要がある。これらについては，今後の研

究課題としていきたい。 
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注1）この付録の論文リストは，刊行年順に並べて記載している。

番号 論文 研究類型

1 唐尔亮. 目标成本法在我国企业应用. 财会学习, 2016, (10). A
2 朱慧娟. 目标成本法在医院病种成本管理中的应用. 财经界(学术版),

2016, (10).
B

3 张全斌. 施工企业应用目标成本法研究. 中外企业家, 2016, (13). B
4 王光荣. 目标成本法在石油物探企业的应用. 知识经济, 2016, (9). B
5 冀涛. 目标成本法在油田企业应用研究. 财会学习, 2016, (7). B
6 刘昆鹏. 目标成本法在风力发电企业管理中的应用模式及实施策略. 科技创

新与应用, 2016, (11).
B

7 江喜月. 商业企业加强目标成本法的应用. 现代商业, 2016, (11). A
8 章回. 目标成本法在鱼糜制品研发过程的应用. 财经界(学术版), 2016,

(7).
B

9 刘姝彤. 目标成本法在我国企业应用研究. 财会学习, 2016, (6). A
10 狄然. 经济增加值和目标成本法的融合—股东价值和顾客价值的统一. 价值

工程, 2016, (5).
A

11 常瑞兰. 目标成本法在现代制造业中的运用. 中国乡镇企业会计, 2016,
(2).

C

12 王建, 王子鸣, 何平. 目标成本法在公立医院基建成本控制中的应用与思
考. 卫生经济研究, 2016, (2).

A

13 冯小越. 目标成本企划在汽车新产品开发中的应用. 经营管理者, 2016,
(3).

B

14 刘琳琳. 制造行业目标成本法的应用. 现代经济信息, 2016, (2). B
15 许亚东. 浅谈目标成本法在项目全生命周期管理中的应用. 经营管理者,

2016, (2).
A

16 张鹏飞, 贺琼. 论成本控制方法—目标成本法. 品牌, 2015, (12). C
17 莫慧红, 杨景海. 目标成本法在中小制造企业成本控制中的应用探讨. 现代

商贸工业,
D

18 宋长志. 应用目标成本法控制病种价格的实践及卫生经济学评价—以该院小
儿支气管肺炎(1～3岁)为例. 中国卫生产业, 2015, (36).

B

19 张杏祥. 目标成本法在汽车企业中的应用. 安徽电子信息职业技术学院学
报, 2015, (6).

B

20 陈忠平. 目标成本法在事业单位成本控制中的应用探索. 时代金融, 2015,
(35).

B

21 罗先. 论日企的成本企划. 中国总会计师, 2015, (12). A
22 吴限文. 目标成本法在企业成本管理中的应用. 经营管理者, 2015, (35). A
23 王小红. 目标成本法在我国企业应用研究. 现代营销(下旬刊), 2015, A
24 洪升贵. 目标成本法在我国企业应用研究. 财会学习, 2015, (17). B
25 杨梓, 张旭锐. 浅议目标成本法在施工企业中的应用. 现代经济信息,

2015, (21).
B

26 董留群. 基于目标成本法的房地产项目成本控制研究—以翰林花园项目为
例. 工程管理学报, 2015, (5).

D

27 邹红浪. 试析作业成本管理与成本企划的比较与整合. 当代会计, 2015,
(10).

C

28 王聪. 目标成本法在施工企业的应用. 现代经济信息, 2015, (18). B
29 侯君丽. 目标成本法在房地产企业应用研究. 经济研究导刊, 2015, (26). B

注2）研究類型の欄は，A:紹介研究（89編），B:業種別導入提案研究（62編），C:統
合研究（48編），D:ケース研究（5編），をそれぞれ表わしている。
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30 廖琪宗. 目标成本法在企业成本管理中的应用—以两面针公司为例. 商业会
计, 2015, (17).

D

31 杨柳. 目标成本法在医保患者住院费用定额及病种限额中的运用. 行政事业
资产与财务, 2015, (25).

B

32 宋长志, 石巧云. 应用目标成本法遏制医药费用不合理上涨的思考. 江苏卫
生事业管理, 2015, (4).

B

33 关雅琦. 论目标成本法和作业成本法在装备制造业中的综合应用. 时代金
融, 2015, (23).
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34 张杏祥. 目标成本法在汽车企业中的应用. 市场周刊(理论研究), 2015,
(8).

B

35 李红敏. 目标成本法下B2C电商物流成本研究. 商, 2015, (29). B
36 侯迎辉. 目标成本法在现代国企里的应用. 商场现代化, 2015, (20). B
37 张蕾. 目标成本法在我国企业应用研究. 中外企业家, 2015, (19). A
38 狄新颖. 目标成本法在我国企业应用研究. 经济研究导刊, 2015, (19). A
39 郑艳华. 目标成本法在船舶企业的运用. 广船科技, 2015, (3). B
40 文燕华. 汽车企业大规模定制条件下的目标成本法应用研究. 现代商业,

2015, (14).
B

41 徐强. 房地产开发项目成本管理中目标成本法的运用. 北方经贸, 2015,
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B

42 李祥龙. 利益相关者视角下的目标成本法管理研究. 商业会计, 2015, (9). A
43 张冬云. 浅谈目标成本法在制造业成本管理中的应用. 财经界(学术版),

2015, (9).
B

44 王庸洲. 目标成本法在我国施工企业应用研究. 中外企业家, 2015, (10). B
45 葛志刚. 论目标成本法和作业成本法在装备制造业中的综合应用. 商,

2015, (12).
B

46 王露霞. 目标成本法在企业中的运用探析. 北方经贸, 2015, (3). A
47 彭志刚. 目标成本法在高速公路建设项目施工阶段成本管理中的应用研究.

经济研究导刊, 2015, (6).
B

48 张传银. 探讨运用目标成本法确认合同预计总成本. 现代经济信息, 2015,
(4).

B

49 曹曙. 论目标成本法和作业成本法在装备制造业中的综合应用. 中国总会计
师, 2015, (1).

B

50 卢堆仓. 目标成本法在我国生产企业应用研究. 中国乡镇企业会计, 2014,
(12).

A

51 时强. 目标成本法在建筑企业项目成本控制中的运用. 中国总会计师,
2014, (12).

B

52 李晓婧, 刘帅. 浅谈目标成本法在造价控制中的应用. 现代商业, 2014,
(33).

B

53 刘玉斌. 目标成本法在我国企业应用研究. 经济研究导刊, 2014, (32). A
54 龙华岸. 目标成本法在施工企业中的应用. 中外企业家, 2014, (31). B
55 连超布. 目标成本法在风力发电企业管理中的应用模式及实施策略. 中国乡

镇企业会计, 2014, (10).
B

56 孟成林. 目标成本法在邮政快递企业成本管理中的应用. 经营管理者,
2014, (27).

B

57 杨凯峰. 目标成本法在管材制造企业成本核算中的运用探讨. 新经济,
2014, (26).

B

58 王春娜, 于彭涛. 基于目标成本法的C2C电商营销成本控制. 商场现代化,
2014, (25).

B

59 赵艳. 组织间开放簿记与目标成本法融合探讨. 财会通讯, 2014, (25). C
60 杨渤珺. 目标成本法在主制造商-供应商模式下商用飞机成本管理中的适用

性分析. 新会计, 2014, (7).
B

61 田义新. 关于企业实施目标成本法的若干思考. 会计师, 2014, (13). A
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62 沙艳娟. 浅谈目标成本法在企业中的应用. 中国集体经济, 2014, (12). A
63 尹云阁. 目标成本法的研究综述. 金融经济, 2014, (8). C
64 袁平江. 目标成本法在我国酒店行业的具体应用. 企业研究, 2014, (2). B
65 朱青山. 企业加强目标成本法应用探讨. 行政事业资产与财务, 2013, A
66 冉秋红, 胡翀. 基于经济增加值的目标成本法探讨. 财会通讯, 2013, C
67 梅晓雁. 浅谈目标成本法在制造企业中的应用. 中国外资, 2013, (23). A
68 赵光森. 浅谈目标成本法在制造业成本管理中的应用. 财经界(学术版),

2013, (22).
A

69 吴丽君. 两种先进成本管理方法的对比与分析—浅论作业成本法与目标成本
法. 现代商业, 2013, (32).

C

70 陈勇. 试论目标成本法在建筑行业中的运用. 会计师, 2013, (21). B
71 孟繁璋. 浅析企业目标成本法. 商场现代化, 2013, (30). B
72 苏晓琳. 企业全员成本目标管理探析. 石油化工管理干部学院学报, 2013,
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A

73 麻清欣. 制造企业成本管理中的目标成本法的实施. 经营管理者, 2013,
(22).

A

74 刘丹. 目标成本法在企业应用研究. 中外企业家, 2013, (24). A
75 董睿. 从成本企划看管理会计的新机能. 时代金融, 2013, (24). A
76 尚振生. 浅谈成本管理之成本企划. 中小企业管理与科技(下旬刊), 2013,
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A

77 赵靖宇. 目标成本法在零售业供应链管理中的应用探究. 物流技术, 2013,
(13).
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80 许培. 基于资金成本的目标成本法模型改进研究. 价值工程, 2013, (11). C
81 杨路明, 付伟艺. 目标成本法在物流成本管理中的问题分析. 现代管理科

学, 2012, (9).
C

82 杨金. 目标成本法在物流成本管理中的适用性研究. 时代金融, 2012, C
83 杨洪仁. 试论成本企划中成本管理体系的管理. 中国新技术新产品, 2012,
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85 张杰. 企业集团成本企划与战略成本控制. 企业研究, 2012, (14). A
86 李源, 王宇. 目标成本法在健康管理过程中的应用进展. 中国医学创新,

2012, (19).
B

87 杨兴林, 张元元. 基于作业成本法和目标成本法集成的船舶敏捷制造成本控
制模型研究. 造船技术, 2012, (2).

B/C

88 黄芳, 金慧. 成本企划的运行机制及其启示. 延边大学学报(社会科学版),
2012, (1).

A

89 傅辉, 刘颖. 目标成本法的应用及改进—与基于价值链的作业成本法相结
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C

90 李明玉. 成本企划在我国企业中的应用分析. 财会通讯, 2011, (35). A
91 张立娟. 目标成本法在供应链成本控制中的应用. 现代商业, 2011, (32). C
92 董灿, 章雁. 目标成本法研究述评. 经营与管理, 2011, (10). C
93 杨波. 浅议目标成本法在施工企业中的应用. 中小企业管理与科技(下旬

刊), 2011, (9).
B

94 宋艺竹. 基于目标成本法的企业成本管理及应用. 财政监督, 2011, (26). A
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B

96 吕淑红. 推行目标成本法加强成本管理(下). 经营管理者, 2011, (10). A
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99 丁晓莲. 基于成本企划思路的汽车制造业成本管理分析. 现代商贸工业,

2011, (8).
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100 朱正翔. 浅析目标成本法在现代企业成本管理中的科学应用. 现代商业,
2011, (9).
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101 訾燕. 浅谈成本企划与作业成本法的集成. 济南职业学院学报, 2011, (1). C
102 李博慧. 作业成本管理与成本企划在我国应用的前景浅析. 中国外资,
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103 周萍. 市场导向的成本管理模式—企业成本企划应用浅析. 中国乡镇企业会
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104 曾丽霞. 跨企业成本协同环境下目标成本法的改进. 财会月刊, 2010, C
105 陈坤霞. 成本企划与企业成本管理绩效. 财政监督, 2010, (22). A
106 查华良. 基于价值链成本管理的目标成本法. 中国乡镇企业会计, 2010,
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C

107 王信明. 基于供应链的作业成本法和目标成本法结合研究. 中国管理信息
化, 2010, (18).

C

108 张钊琳. 日本成本企划对我国企业的借鉴. 合作经济与科技, 2010, (15). A
109 马婧. 目标成本法及其应用. 现代商业, 2010, (21). A
110 王棣华, 田玉花. 丰田汽车成本企划实施案例分析. 标准科学, 2010, (7). A
111 简艳桩. 基于成本企划的信托型私募股权投资公司全面预算管理的控制. 会
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119 黄军彦, 李彦, 李文强, 肖聪. 基于目标成本法的模块化产品变型设计研
究. 机械设计与制造, 2009, (7).
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术学院学报, 2009, (2).
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121 闫坤, 杨文芳, 黄金. 目标成本法在现代施工企业成本管理中的应用. 黑龙
江科技信息, 2009, (10).
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122 狄为. 目标成本法预测模型改进研究. 财会通讯, 2009, (5). C
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124 姚维玲. 作业成本模式与成本企划比较分析. 财会通讯, 2009, (2). A
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130 杨凯. 基于成本企画的房地产项目实施研究. 建筑经济, 2008, (S1). B
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133 范兴美. 目标成本法在现代制造企业成本管理中的应用. 企业经济, 2008,
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C
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B
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A

137 狄为. 作业成本法与目标成本法的比对、融合. 中国管理信息化(会计版),
2007, (12).

C
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